
 

 

 

 

 

令和元（2019）年度ゴマサバ東シナ海系群の資源評価 
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要       約 

本系群の資源量は 1992 年以来、概ね 100 千～200 千トン程度の範囲で比較的安定的に増

減しており、2018 年の値は 204 千トンと推定された。2018 年の親魚量は 87 千トンの過去

最高値となった。本系群の再生産関係には、平成 31 年 4 月に開催された「管理基準値等

に関する研究機関会議」においてホッケースティック型関係（HS）が適用されており、最

大持続生産量（MSY）を実現することのできる水準の親魚量（SBmsy）は 109 千トンと推

定されている（林ほか 2019）。この基準に従うと、本系群の 2018 年の親魚量は MSY を

実現する水準を下回る。また本系群に対する漁獲圧は近年低下傾向にあったが、2018 年に

急上昇して MSY を実現する水準（Fmsy）を上回った。親魚量の動向は近年 5 年間（2014

～2018 年）の推移から「増加」と判断された。本系群は韓国、中国等によっても漁獲さ

れ、特に東シナ海において操業する数百隻の中国漁船は当該資源に大きな影響を与えてい

ると想定されるが、本資源評価では中国漁船による漁獲を考慮できていない。 

 

（本系群では、管理基準値や将来予測など、資源管理方針に関する検討会の議論をふまえ

て作成される項目については管理基準値等に関する研究機関会議において提案された値を

暫定的に示した） 

  



 

 

 

 

 

項目 値 備考 

現在の環境下において MSY を実現する水準 

SBmsy 109 千トン 最大持続生産量 MSY を実現する親魚量 

Fmsy 
（0 歳, 1 歳, 2 歳, 3 歳以上） 

＝（0.36, 0.47, 0.66, 0.66） 

%SPR（Fmsy） 26.4% Fmsy に対応する%SPR 

MSY 76 千トン 最大持続生産量 MSY 

2018 年の親魚量と漁獲圧 

SB2018 87 千トン 2018 年の親魚量 

F2018 
（0 歳, 1 歳, 2 歳, 3 歳以上） 

＝（0.88, 1.05, 1.62, 1.62） 

%SPR（F2018） 9.3% 2018 年の%SPR 

%SPR（F2016-2018） 18.4% 2016～2018 年の平均漁獲圧に対応する%SPR 

MSY を実現する水準に対する比率（神戸プロットの値は 3 年間の移動平均値） 

SB2018/ SBmsy 0.80 
最大持続生産量を実現する親魚量に対する 2018

年の親魚量の比 

F2018/ Fmsy 2.40 
最大持続生産量を実現する漁獲圧に対する 2018

年の漁獲圧の比* 

*2018 年の選択率の下で Fmsy の漁獲圧を与える F を%SPR 換算して算出し求めた比率 

 

再生産関係：ホッケースティック型（自己相関なし） 

親魚量の水準 MSY を実現する水準を下回る 

漁獲圧の水準 MSY を実現する水準を上回る 

親魚量の動向 増加 

 

 



 

 

 

 

 

1. データセット 

本件資源評価に使用したデータセットは以下のとおり 

*はコホート解析におけるチューニング指数である。 

本系群の年齢の起算日は 1 月 1 日とした。 

 

2. 生態 

（1）分布・回遊 

ゴマサバはマサバに比べて高温（南方）域に分布する（Collette and Nauen 1983、山田ほ

か 2007、図 2-1）。東シナ海のゴマサバは魚釣島からクチミノセに亘る海域で 1～4 月に産

卵し、その後成長した個体は東シナ海南部海域から九州西岸域に現れ、一部は日本海にまで

到達する。また、薩南海域では 1～5 月に産卵が行われ、春期には幼魚が九州西岸域〜太平

洋岸域に出現する。春夏には索餌のために北上回遊し、秋冬には越冬・産卵のため南下回遊

する（辻田・近藤 1957、Tanoue 1966）。 

 

（2）年齢・成長 

詳細な成長様式は不明であるが、本報告では 1 歳で尾叉長 28 cm、2 歳で 32 cm、3 歳で

36 cm、4 歳で 38 cm、5 歳で 39 cm まで成長するとした（図 2-2）。寿命は 6 歳程度と考え

られる。 

 

データセット 基礎情報、関係調査等 

年齢別・年別漁獲

尾数 

漁業・養殖業生産統計年報（農林水産省） 

主要港水揚量（福岡～鹿児島（5）県） 

九州主要港入り数別水揚量（水研） 

大中型まき網漁業漁獲成績報告書（水産庁） 

月別体長組成調査（水研、福岡～鹿児島（5）府県） 

 ・市場測定 

水産統計（韓国海洋水産部）（http://www.fips.go.kr、2019 年 3 月） 

資源量指標値 大中型まき網漁業漁獲成績報告書（水産庁）* 

枕崎港中型まき網銘柄別水揚量（鹿児島県）* 

新規加入量調査「ニューストンネットを用いた新規加入量調査」（2

～6 月、水研、長崎県、鹿児島県） 

 ・ニューストンネット 

魚群分布調査「計量魚探などを用いた浮魚類魚群量調査」（8～9 月、

水研） 

 ・計量魚探、中層トロール 

資源量直接推定調査「底魚類現存量調査（東シナ海）」（5～6 月、水

研） 

 ・着底トロール 

自然死亡係数 （M） 年当たり M＝0.4 を仮定 



 

 

 

 

 

（3）成熟・産卵 

産卵は 1～4 月には東シナ海中・南部から九州南部沿岸、5 月には東シナ海中部から九州

西岸で行われる（Yukami et al., 2009、Sassa and Tsukamoto 2010）。正確な成熟年齢は不明

であるが、本報告ではマサバでの研究結果（Shiraishi et al., 2008）からの類推と生物測定結

果から、1 歳で 60%、2 歳で 85%、3 歳以上で 100%の個体が成熟すると仮定した（図 2-3）。 

 

（4）被捕食関係 

仔魚期には橈脚類や尾虫類、幼稚魚期にはイワシ類などの仔稚魚、成魚期には浮遊性甲殻

類や小型魚類を主に捕食する（辻田・近藤 1957、Sassa et al., 2008）。幼稚魚は魚食性魚類

に捕食されると考えられる（Tanoue 1966）。 

 

3. 漁業の状況 

（1）漁業の概要 

ゴマサバのほとんどは、大中型まき網および中・小型まき網漁業によって漁獲されている。

主漁場は東シナ海から九州南部沿岸域である。 

 

（2）漁獲量の推移と漁獲物の年齢組成 

マサバとゴマサバは漁獲統計上区別されず、さば類として一括されることが多いので、本

報告では統計資料から独自の方法で算定した漁獲量を使用した（補足資料 2-補注 1、表 3-

1）。東シナ海と日本海における我が国のゴマサバ漁獲量は、年変動はあるものの、1970 年

代以降およそ 50 千トン前後で推移している（図 3-1、表 3-1）。近年では 2011 年の 49 千ト

ンをピークに減少傾向にあったが、2018 年の漁獲量は前年よりやや増加して 41 千トンであ

った。 

韓国のゴマサバ漁獲量は、2017 年には 11 千トンと平年並みの水準であったが、2018 年に

は 74 千トンと過去最高であった（韓国のさば類漁獲量におけるマサバとゴマサバの割合に

ついては補足資料 2）。中国のさば類漁獲量は2010年以降、50万トン前後に増加し、2017年

も44万トンと同水準であった（FAO Fishery and Aquaculture Statistics. Global capture produ

ction 1950-2017（Release date: March 2019）、http://www.fao.org/fishery/statistics/software/fish

statj/en、2019 年 3 月）。ただし、中国におけるマサバとゴマサバの魚種別漁獲量は不明であ

る。 

2018 年も例年通り、0 歳魚と 1 歳魚が主に漁獲された（図 3-2、補足資料 4）。 

 

（3）漁獲努力量 

東シナ海・日本海西部で操業する大中型まき網の網数を図 3-3 に示す。網数は、1980 年

代後半に過去最多となったが、1990 年以降、減少が続いている。2018 年の網数は過去最少

（4,710 網）を記録した。これは秋を中心とした太平洋での操業増加が主な理由である。 

 

4. 資源の状況 

（1）資源評価の方法 

漁獲量、漁獲努力量等の情報を収集し、漁獲物の生物測定結果と併せて年齢別・年別漁獲



 

 

 

 

 

尾数による資源解析を行った（補足資料 1 および 2）。計算は 1992～2018 年の日本と韓国の

年齢別漁獲尾数に基づき、2003 年以降の大中型まき網の年齢別資源量指標値及び枕崎港に

水揚げする中型まき網の資源量指標値の変動と、それぞれの指標値に対応する資源量の変

動が合うように F を推定した。ただし、直近年の F に顕著な過大推定の傾向があるため、F

の大きさに応じてペナルティを課す推定方法（リッジ VPA; Okamura et al., 2017）を平成 2

9 年度資源評価より採用している。中国の漁獲量は、マサバとゴマサバが魚種別に計上され

ていないことや、直近（2018）年の値が得られないことなどから使用していない。 

 本資源評価に関連して、新規加入量（0 歳魚）を主対象とした調査を複数実施しており、

2018 年には、2～6 月にニューストンネットを用いた新規加入量調査、5～6 月に着底トロー

ル網による資源量直接推定調査、8～9 月にトロール網と計量魚探による魚群分布調査を行

った（補足資料 3）。ただし、現時点では信頼できるゴマサバの加入量指標値が得られてい

ないため、これらの調査結果は定性的な参考情報として用いた。引き続き、データの蓄積を

継続し、マサバ、ゴマサバの判別など調査・解析手法の改善に取り組む予定である。 

 

（2）資源量指標値の推移 

1973 年以降の中長期的な資源変動を概観する資源量指標値として、東シナ海・日本海西

部で操業する大中型まき網の統計値から資源密度指数（トン/網）を求めた。指数は 1970・

80 年代には平均 6 トン/網と低水準であったが、1990 年代後半から継続して上昇し、2005 年

に 18 トン/網となった（図 4-1）。しかし、資源密度指数は以後、減少傾向にあり、2018 年は

9 トン/網であった。有効漁獲努力量は、1995～2001 年に増加傾向を示し、2002～2010 年に

は概ね減少傾向を示したが、2011 年に増加した後はほぼ横ばいである（図 4-1）。なお、資

源密度指数は、経緯度 30 分間隔に区分された漁区のうち、2018 年に操業があった漁区につ

いて、漁区毎の一網当りの漁獲量をゴマサバの漁獲があった漁区間で平均した値とした。有

効漁獲努力量は、2018 年に操業が行われた漁区の漁獲量を資源密度指数で除して求めた。 

コホート解析には、2003 年以降の年齢毎の資源変動をより詳細に表す指標値として、東

シナ海・日本海で操業する大中型まき網の銘柄別漁獲量から年齢別の資源量指標値を用い

た（図 4-2、補足資料 2-補注 3）。2018 年の年齢別指標値は、0～1 歳魚では過去 15 年と比べ

て低かったが、2～3 歳魚は平年並みだった。また、九州南部沿岸域での資源変動を表す指

標として、枕崎港に水揚げする中型まき網の銘柄別漁獲量と入港隻数から資源量指標値を

算定し、コホート解析に用いた（図 4-3、補足資料 2-補注 3）。平成 30 年度資源評価より、

年級豊度をより精確に評価するために、銘柄を出来る限り細かく年齢群に変換し、豆銘柄と

小銘柄を 0～1 歳、中銘柄（中小を含む）と大銘柄を 2 歳以上の指標とした。どちらの年齢

群の指標値も 2003 年以降緩やかな変動を繰り返している。2018 年の資源量指標値は 0～1

歳、2 歳以上ともに、過去 16 年間における平均的な値であった。 

 

 

（3）資源量と漁獲割合の推移 

コホート解析により求めた本系群の資源量は、1992 年以降、100 千～200 千トン程度の範

囲で比較的安定的に推移している（図 4-4、表 4-1）。2018 年の資源量は 204 千トンであっ

た。漁獲割合は 2012 年までは 40％前後の値で推移し、その後継続的に 40%を下回っていた



 

 

 

 

 

が、2018 年に急増して 57%となった。 

加入量（資源計算の 0 歳魚資源尾数）は、1992 年以降において概ね 2 億～4 億尾前後で変

動しており、2018 年には 3.9 億尾となった（図 4-5、表 4-1）。親魚量（資源計算の成熟魚資

源量）は 2014 年までは 30 千～80 千トンの間で増減を繰り返してきたが、その後連続的に

増加し、2018 年には 87 千トンの過去最高値となった（図 4-5、表 4-1）。 

コホート解析に用いた自然死亡係数（M）に対する感度解析として、M を仮定値（0.4）

に対して 0.3 および 0.5 として資源評価を行った。2018 年の資源量、親魚量、加入量は M の

上昇とともに多くなり、M が 0.1 変化すると、各推定値に対して 10%前後の影響があった

（図 4-6）。 

漁獲係数 F（各年齢の F の単純平均）は、1992～2017 年においておよそ 0.5～1 の範囲で

上下を繰り返してきた（図 4-7）。2012 年以降、F は緩やかな低下傾向を示し、2017 年には

0.47 となったが、2018 年には急上昇して 1.29 となった。 

 

項目 値 備考 

SB2018 87 千トン 2018 年の親魚量 

F2018 
（0 歳, 1 歳, 2 歳, 3 歳以上） 

＝（0.88, 1.05, 1.62, 1.62） 

U2018 57%  2018 年の漁獲割合 

 

（4）加入量当たり漁獲量（YPR）、加入量あたり親魚量（SPR）、現状の漁獲圧 

選択率の影響を加味して漁獲圧を比較するため、各年の F 値を%SPR（年ごとに漁獲が無

かったと仮定した場合の SPR に対する、漁獲があった場合の SPR の割合）に換算した値を

図 4-8 に示す。%SPR は漁獲圧が低いほど大きい値をとる。％SPR は増減を繰り返しながら

推移し、2000 年代後半からは増加傾向にあったものの、2018 年の値は 9.3%と低かった。 

近年 5 年間（2014～2018 年）の選択率における平均漁獲圧に対する%SPR の関係を図 4-9

に示す。現状の漁獲圧（F2016-2018）は、F0.1 や F30%SPR、Fmed のいずれよりも高い。図

4-9 には、平成 31 年 4 月に開催された「管理基準値等に関する研究機関会議」において MS

Y を算出した際の条件下での平均漁獲圧に対する%SPR の関係も示した。「管理基準値等に

関する研究機関会議」と同条件下において、現状の漁獲圧（F2016-2018）と F2018 はいずれ

も Fmsy より高い。 

 

項目 値 備考 

%SPR（F2018） 9.3% 2018 年の%SPR 

%SPR（F2016-2018） 18.4% 現状の漁獲圧（F2016-2018）に対応する%SPR 

 

（5）再生産関係 

 親魚量（重量）と加入量（尾数）の関係（再生産関係）を図 4-10 に示す。上述の「管理

基準値等に関する研究機関会議」により、本系群の再生産関係にはホッケースティック型関

係式が適用されている（林ほか 2019）。ここで、再生産関係のパラメータ推定に使用するデ



 

 

 

 

 

ータは、平成 30（2018）年度の資源評価に基づく親魚量・加入量とし、最適化方法には最

小絶対値法を用いている。加入量の残差の自己相関は考慮していない。再生産式の各パラメ

ータは下表に示す。 

 

再生産関係式 最適化法 自己相関 a b S.D. 

ホッケー・ 

スティック型 

最小絶対値法 無 0.00493 84,935 0.33 

ここで、a は HS の折れ点までの再生産曲線の傾き（尾/kg）、b は HS の折れ点となる親魚量

（トン）である。 

 

（6）現在の環境下において MSY を実現する水準 

現在（1992 年以降）の環境下において最大持続生産量 MSY を実現する親魚量（SBmsy）

および MSY を実現する漁獲圧（Fmsy）として、上述の「管理基準値等に関する研究機関会

議」で推定された値（林ほか 2019）を下表に示す。 

 

項目 推定値 備考 

SBmsy 109 千トン 最大持続生産量 MSY を実現する親魚量 

Fmsy 
（0 歳, 1 歳, 2 歳, 3 歳以上） 

＝（0.36, 0.47, 0.66, 0.66） 

%SPR (Fmsy) 26% Fmsy に対応する%SPR 

MSY 76 千トン 最大持続生産量 MSY 

 

（7）資源の水準・動向および漁獲圧の水準 

MSY を実現する親魚量と漁獲圧を基準にした神戸プロットを図 4-11 に示す。また漁獲割

合を基準にした神戸プロットを補足資料 8 に示す。なお、漁獲圧の比（F/Fmsy）は、各年の

選択率下において%SPR 値が Fmsy に対応する値となる場合の F 値と、各年の F 値との比、

親魚量と漁獲割合は 3 年移動平均値である。近年における本系群に対する漁獲圧は MSY を

実現する水準を上回っていると判断される。2018 年の漁獲圧は MSY を実現する漁獲圧の 2.

40 倍である。本系群の親魚量は 1992 年以降、継続的に MSY を実現する水準を下回ってい

る。2018 年の親魚量は MSY を実現する親魚量の 0.80 倍であった。親魚量の動向は、近年

５年間（2014～2018 年）の推移から増加と判断される。 

 

 

項目 値 備考 

SB2018/ SBmsy 0.80 
最大持続生産量を実現する親魚量に対する 2018 年の親

魚量の比 

F2018/ Fmsy 2.40 
最大持続生産量を実現する漁獲圧に対する 2018 年の漁

獲圧の比* 



 

 

 

 

 

*2018 年の選択率の下で Fmsy の漁獲圧を与える F を%SPR 換算して算出し求めた比率 

 

親魚量の水準 MSY を実現する水準を下回る 

漁獲圧の水準 MSY を実現する水準を上回る 

親魚量の動向 増加 

 

5. 資源評価のまとめ 

本系群の資源量は 1992 年以来、概ね 100 千～200 千トン程度の範囲で比較的安定的に増

減しており、2018 年の値は 204 千トンと推定された（図4-4、表4-1）。親魚量（資源計算の

成熟魚資源量）は2014年までは30千～80千トンの間で増減を繰り返してきたが、その後連続

的に増加し、2018年には87千トンの過去最高値となった（図4-5、表4-1）。2018 年の親魚量

は MSYを実現する水準を下回っていた。親魚量の動向は近年 5年間（2014～2018 年）の推

移から「増加」と判断された。漁獲圧は 1992～2013 年にはほとんどの年で MSY を実現す

る水準（年齢別 F の単純平均値で 0.54）よりも高かったが、2014～2017年には MSY を実現

する水準前後で推移するようになった。しかし、2018 年の F 平均値は前年から急上昇して

1.29 となり、MSY を実現する水準を上回っている。加入量（資源計算の 0 歳魚資源尾数）

は、1992 年以降において概ね 2 億～4 億尾前後で変動しており、2018 年には 3.9億尾となっ

た（図 4-5、表 4-1）。 

 

6. その他 

本資源評価では、2018 年における韓国のゴマサバ漁獲量の急増に関する解釈及び資源評

価手法の違いが、資源評価結果に不確実性をもたらす可能性がある。2018 年の韓国の漁獲

量は過去の最大値を大きく更新したが、そのような急増は我が国の漁獲量及び資源量指標

値（図 4-2、図 4-3）には見られなかった。本年度評価において、昨年度の手法（黒田ほか

2019a）を踏襲して資源計算を実施すると、近年の資源量推定値は韓国の漁獲量急増の影響

を受けて過去の最大値を大きく更新することとなる（補足資料 9-14）。また、2018 年の漁

獲量の増加が緩やかだったと仮定した場合、2018 年の資源量推定値は本年度の評価結果と

比べて 30%程度少なかった（補足資料 15-20）。 

本系群の資源評価結果に不確実性をもたらすその他の要因として、中国漁船による漁獲

を考慮していない点が挙げられる（黒田ほか 2019b）。また本系群に対する中国と韓国の管

理措置には不明な点が多く、両国の漁業管理を将来予測の漁獲シナリオに反映させること

は難しい。日本においては、現在はマサバとゴマサバをまとめた「さば類」として TAC 管

理を行っているため、種別の漁獲管理規則には実行上の課題がある。上記の不確実性は、本

報告書の将来予測では考慮されていないことに注意を要する。 
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図 2-1. ゴマサバ東シナ海系群の分布域と産卵場 

 

 

図 2-2. 年齢と成長 

 

 

図 2-3. 年齢と成熟割合 



 

 

 

 

 

 

図 3-1. 漁獲量の推移 

 

 

図 3-2. 年齢別漁獲尾数の推移 

  



 

 

 

 

 

 

図 3-3. 東シナ海・日本海西部で操業する大中型まき網漁業の網数の推移 

 

図4-1. 資源密度指数と大中型まき網の有効漁獲努力量 

 

図4-2. 大中型まき網の資源量指標値 
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図 4-3. 枕崎港の中型まき網の資源量指標値 

 

 

図 4-4. 資源量と漁獲割合の推移 

 

 

図 4-5. 加入量と親魚量の推移 
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図 4-6. M の値を変化させた場合の 2018 年の資源量、親魚量と加入量の変化 

 

 

図 4-7. 各年齢の F の単純平均および有効漁獲努力量 

 

 

図 4-8. ％SPR 値の推移 

%SPR は漁獲がないときの親魚量に対する漁獲があるときの親魚量の

割合を示し、F が高い（低い）と%SPR は小さく（大きく）なる
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図 4-9. 現状の漁獲圧（F2016-2018）に対する YPR と%SPR の関係 

下図の SPR*（破線曲線）は MSY を算出した際の条件下での平均漁獲

圧に対する%SPR の関係 

 

 

図 4-10. 親魚量と加入量の関係（再生産関係） 

破線は平成 31 年 4 月に開催された「管理基準値等に関する研究機関会

議」（林ほか 2019）で提案された再生産関係式。2018 年の値は●で示す
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図4-11. 最大持続生産量MSYを実現する親魚量（SBmsy）と漁獲圧（Fmsy）に対する、

過去の親魚量および漁獲圧の関係（神戸プロット） 

親魚量と漁獲圧には3年移動平均値を用いた 

  



 

 

 

 

 

表 3-1. 大中型まき網のゴマサバ漁獲量および大中型まき網以外の漁業種の府県別ゴマサバ

漁獲量（トン） 

 



 

 

 

 

 

表 4-1. 漁獲量とコホート解析結果 

 

  

資源量 親魚量 加入量 漁獲割合 再生産成功率

年 日本 韓国 計 （千トン）（千トン）（100万尾） （％） （尾／kg）

1992 35 2 37 111 47 145 33 3.112

1993 50 7 57 187 43 454 30 10.687

1994 57 6 62 164 66 279 38 4.232

1995 51 8 60 150 63 321 40 5.059

1996 42 5 48 159 62 266 30 4.294

1997 63 3 66 197 70 390 33 5.531

1998 68 10 78 238 77 553 33 7.182

1999 88 21 109 226 85 419 48 4.925

2000 47 20 67 149 70 195 45 2.804

2001 63 5 68 161 48 344 42 7.169

2002 45 3 48 126 47 192 38 4.085

2003 46 3 49 117 47 195 42 4.178

2004 31 6 37 166 38 390 22 10.161

2005 76 16 91 186 71 305 49 4.320

2006 61 3 64 157 56 287 41 5.122

2007 54 1 55 119 50 191 46 3.818

2008 40 3 43 94 36 188 46 5.163

2009 36 7 44 107 33 265 41 8.089

2010 30 5 35 125 34 273 28 8.055

2011 49 12 61 146 58 264 42 4.584

2012 47 3 50 131 50 226 38 4.537

2013 38 13 51 131 47 284 39 5.975

2014 33 2 35 119 51 215 29 4.224

2015 31 9 40 144 56 281 28 5.065

2016 35 22 57 168 68 283 34 4.165

2017 33 11 44 160 70 350 28 5.015

2018 41 74 115 204 87 393 57 4.530

漁獲量（千トン）



 

 

 

 

 

2020 年への前進計算 

2019年の新規加入量の仮定 

ホッケースティック型再生産関係（1992～

2017年級群の加入量・親魚量に基づく）と

2019年の親魚量から算出 

漁獲管理規則に基づく漁獲量算出 

漁獲管理規則は、限界管理基準値、禁漁水

準、安全係数 β により決定 

 

安全係数 β により決定 

2020 年 

以降への 

前進計算 

補足資料 1 資源評価の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 点線枠内は資源管理方針に関する検討会における再生産関係や管理基準値（赤字）の議

論をふまえて作成される。（http://www.jfa.maff.go.jp/j/press/sigen/190612.html）

  

年齢別・年別漁獲尾数 

資源量指標値 

2019年の 

年齢別資源尾数・親魚量 

年齢別・年別資源尾数 

年齢別・年別漁獲係数 

2020年以降の年齢別・年別資

源尾数と親魚量 

2020年以降の新規加入量の仮定 

ホッケースティック型再生産関係（1992～

2017年級群の加入量・親魚量に基づく）と

将来予測における年々の親魚量から算出 

2020年のABC 
2020年の親魚量予測値から漁獲管理

規則で算出される許容漁獲量 

年齢別・年別漁獲尾数、資源調査については補足資

料2および3を参照 

 コホート解析（具体的な方法は補足資料2を参照） 

自然死亡係数は0.4を仮定 

中長期的な将来予測 

2019年への前進計算 

2019 年の F は F2016-2018 を仮定 



 

 

 

 

 

補足資料 2 資源量計算方法 

コホート計算 

ゴマサバの年齢別・年別漁獲尾数を推定し（補注 1）、コホート計算によって資源尾数を

計算した。2018 年の漁獲物平均尾叉長と体重、及び資源計算に用いた成熟割合は以下のと

おり。年齢 3+は 3 歳以上を表す。自然死亡係数 M は田内・田中の式（田中 1960）により、

最高年齢を 6 歳として 0.4（M＝2.5÷最高年齢 6 歳≒0.4）と仮定した。 

 

年齢 0 1 2 3+ 

尾叉長（cm） 25.2 29.6 34.2 37.8 

体重（g） 222 363 571 772 

成熟割合（%）   0  60  85 100 

 

年齢別・年別漁獲尾数は九州主要港における入り数別漁獲量及び沿岸域で漁獲されたゴ

マサバの体長組成から推定した（補注 2）。1992～2018 年の年齢別・年別漁獲尾数（1 月～1

2 月を 1 年とする）を日本の漁獲量について推定し、日本と韓国の漁獲量の合計値で引き伸

ばした。韓国のさば類漁獲量のうちゴマサバが占める割合は、2007 年以前については、韓

国水域内で操業した日本の大中型まき網漁船によるデータからゴマサバの割合を算出し、

これと同一とした。2008 年以降については、韓国の漁獲量がマサバ・ゴマサバそれぞれに

ついて公表されるようになったので、韓国のゴマサバ漁獲量を用いた。ただし 2009 年につ

いては、韓国のゴマサバの漁獲量の値が異常に高く、値の信頼性が低いことから、2007 年

以前と同一の方法で算出した。中国の漁獲量については考慮していない。 

年齢別資源尾数の計算は、生残の式（式 1）と漁獲方程式（式 2）に基づくコホート解析

を用いた。 

 (1) 

 (2) 

ここで、N は資源尾数、C は漁獲尾数、a は年齢（0～3+歳）、y は年である。F の計算は

石岡・岸田（1985）の反復式を使い、プラスグループの資源尾数の扱いについては、平松（2

000; 非定常な場合のプラスグループ扱い方）に従った。また、最高年齢群 3 歳以上（3+）

と 2 歳の各年の漁獲係数 F は同一とした。 

 (3) 

最近年 Y（2018 年）における 0、1、2 歳魚の F を、リッジ VPA（Okamura et al., 2017）

の手法に基づき推定した。リッジVPAはFの大きさに対する罰則項を設けることによって、

F の推定に関する不安定性を軽減させる手法である。罰則項の大きさは、資源量のレトロス

ペクティブバイアス（最近年の B が過大推定される傾向）が最小となるように求めた。具

体的には、資源量指標値への適合度を示した尤度 L（負の対数尤度-lnL として定義）と F の

罰則項をそれぞれ重み付けした目的関数（式 4）を定義し、これを最小化するように F を推
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定した。 

 

最小                ( 4 ) 

 

最近（2018）年の F を推定する際に利用する罰則項については、昨年度までの評価では F

の二乗としていたが、今年度評価では最近年を含まない過去 5年間の平均値𝐹̂𝑎,(𝑌−5,𝑌−1)に

対する残差平方和とした。今年度評価において昨年度の方法を踏襲した場合、2018年の韓

国の漁獲量急増の影響を大きく受け、近年の推定資源量は急増し、2018 年の資源量が過去

の最大値を大きく上回ることとなる（補足資料 9）。しかし、2019年の漁獲状況（2019年

9 月時点で日韓の漁獲量の速報値は約 3.7万トン）はむしろ低調に推移しており、大きな資

源回復を支持するデータは存在しない。また過去年についても、資源の推移を大きく見直

す根拠が無い。これらの状況を鑑み、本年度は資源評価の一貫性及び安定性を確保する目

的で、リッジ VPAの罰則項を式（4）のように定義した。 

F 推定時における重み係数λ（0≦λ≦1）は、B（資源量）のレトロスペクティブバイア

スρ（式 5）が最小となるような値とした。 

 

 

         (5) 

 

 

 

 

                                                                      ( 6 ) 

 

Bのレトロスペクティブバイアス ρは、最新の資源評価の最終年 Y（2018年）までのフル

データに対する各年の Bと、最新データを i年分落とした場合の最終年（Y - i年）の Bの推

定値 BRとの相対値（Mohn 1999）の平均値である。データを遡る年数 P について、昨年度

までの評価では5としていたが、今年度評価では7とした。これは、本年度評価において5年

を踏襲すると λ が0.10となり、F の推定値が4 × 107を超える非現実的な値となったためで

ある。 

尤度は（式 7）のように（1）大中型まき網漁業の年齢別 CPUE（漁獲量/網; 補注 3）と年

齢別資源量の変動傾向及び（2）枕崎港に水揚げする中型まき網の 0～1 歳と 2 歳以上 CPU

E（水揚量/入港隻; 補注 3）と各年齢範囲の資源量の変動傾向とのフィットの度合いを評価

した。対象期間は、漁船数など操業形態が現在に近く、漁獲効率が同じとみなせる 2003～2

018 年とした。最小化させる負の対数尤度を以下のように定義した（Hashimoto et al., 201

8）。 

− ln 𝐿 =∑∑
[ln 𝐼𝑎,𝑦 − (𝑏𝑎 ln 𝐵𝑎,𝑦 + ln 𝑞𝑎)]

2

2𝜎𝑎2
− ln (

1

√2𝜋𝜎𝑎
)

𝑦𝑎

 



 

 

 

 

 

+∑∑
[ln 𝐽𝑔,𝑦 − (𝑏′𝑔 ln 𝐵′𝑔,𝑦 + ln 𝑞′𝑔)]

2

2𝜎′𝑔
2 − ln(

1

√2𝜋𝜎′𝑔
)

𝑦𝑔

 

(7) 

ここで、Ia,yはy年におけるa歳の大中型まき網CPUE、Jg,yはy年における年齢群g（0～1

歳、2+歳）の中小型まき網CPUE、Ba,yはy年におけるa歳の資源量、B'g,yはy年における年齢

群gの資源量、sa,yはy年におけるa歳魚に対する中小型まき網の年齢別漁獲選択率、qa、ba、

σa、q'g、b'g、σ'gは推定パラメータ（ターミナルFと同時推定）である。年齢別・年別の資源

量は、年齢別・年別の資源尾数に年齢別・年別の漁獲物平均体重wa,yを掛け合わせて求め

た。 

 (8) 

また、Ia,y eとBa,y、Jg,yとB'g,yの間には、以下のべき乗式で表される関係があることを仮定

している。 

 (9)  

𝐽0−1,𝑦 = 𝑞′0−1 (∑𝑠𝑎,𝑦𝐵𝑎,𝑦

1

𝑎=0

)

𝑏′0−1

 

(10) 

𝐽2+,𝑦 = 𝑞′2+ (∑𝑠𝑎,𝑦𝐵𝑎,𝑦

3+

𝑎=2

)

𝑏′2+

 

(11) 

ただし、本資源評価ではbaおよびb’は1に固定した。また現状のモデルでは、漁業別の漁獲

死亡係数や選択率の推定が難しいため、中小型まき網の漁獲選択率sa,yは同じ年齢群では等

しいと仮定し、中小型まき網の資源量指標値は各年の0～1歳と2歳以上の資源量を反映する

指標値とみなした。 

2018年 に お け る 年 齢 別 の Fは、 そ れ ぞ れ F0, 2018 = 0.88、F1, 2018 = 1.05、F2, 2018 = 

F3+, 2018 = 1.62と推定された。また推定されたλは0.76であった。その他のパラメータはq0 = 

0.23、q1 = 0.22、q2 = 0.16、q3 = 0.17、q'0-1 = 0.03、q'2+= 0.30、σ0 = 0.33、σ1 = 0.47、σ2 = 0.49、 

σ3 = 0.55、σ'0-1 = 0.71、σ'2+ = 0.38であった。λを0として通常のチューニングVPAを実施した

場合、Fの推定値は4 × 107を超える非現実的な高い値となった。 

コホート解析により得られた資源量をもとに漁獲管理規則案に従う将来予測を行った。

管理基準値案については補足資料5に、漁獲管理規則案と将来漁獲量の算定については補足

資料6に、将来予測の方法については補足資料7にそれぞれ詳細を示した。 

 

年齢別資源量指標値（トン/網） 

 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 

yayaya wNB ,,, =

ab

yaaya BqI ,, =



 

 

 

 

 

大中まき           

0 歳 23.61

  

22.93

  

17.42

  

21.27

  

15.49

  

16.93

  

19.01

  

12.16

  

11.83

  

13.81

  1 歳  8.51

  

 7.56

  

12.64

  

12.60

  

12.22

  

 6.91

  

10.37

  

10.50

  

 7.01

  

 9.36

  2 歳  3.11

  

 3.05

  

 4.99

  

 3.18

  

 4.06

  

 2.34

  

 4.47

  

 1.54

  

 3.55

  

 3.80

  3 歳以上  4.62

  

 1.93

  

 1.51

  

 2.15

  

 2.36

  

 1.09

  

 2.25

  

 1.35

  

 1.88

  

 1.91

  枕崎中まき           

0～1 歳  4.29

  

 1.87

  

17.71

  

 5.17

  

 1.37

  

 6.11

  

 0.95

  

 9.28

  

 6.08

  

 2.43

  2 歳以上  7.42

  

 6.03

  

 5.83

  

18.94

  

10.78

  

 9.17

  

10.43

  

 5.99

  

14.94

  

11.67

   

 2013 2014 2015 2016 2017 2018 

大中まき       

0 歳 14.91 16.87  9.25

  

18.48 10.49 12.72 

1 歳  7.37

  

 5.05

  

 5.53

  

 7.79

  

4.93 7.60 

2 歳  2.70

  

 2.39

  

 3.69

  

 1.99

  

2.93 1.72 

3 歳以上  1.06

  

 3.08

  

 2.61

  

 1.95

  

1.76 1.71 

枕崎中まき       

0～1 歳  1.60

  

 1.10

  

 3.48

  

 2.61

  

4.10 3.95 

2 歳以上  9.27

  

 9.23

  

13.66

  

 6.91

  

7.65 10.19 

 

補注 1． ゴマサバ東シナ海系群の漁獲量は、以下のように算出した。大中型まき網の漁獲物

についてはマサバとゴマサバの比率が報告されるので、東シナ海と日本海で漁獲されたゴ

マサバの漁獲量を合計した。これに鹿児島～秋田県の農林統計（属人）の漁業種類別漁獲量

のうち、大中型まき網以外の漁業種類によるゴマサバ漁獲量を加算した。この漁獲量は、ゴ

マサバがさば類漁獲量に占める割合を府県ごとに定め（鹿児島県 80%、熊本・長崎県 20%、

佐賀・福岡県 10%、山口～福井県 5%、石川県以北 0%）、各府県のさば類漁獲量に乗じて算

出した。なお、2017年と 2018 年の鹿児島県のゴマサバ割合は、主要港（枕崎、阿久根）に

おける中小型まき網のマサバ、ゴマサバ水揚げ量に基づき算定した。 

 

補注 2． 年齢別・年別漁獲尾数は漁業別または県別に以下のように推定した。九州主要港に

水揚げされる大中型まき網の漁獲物については、月ごとに定めた各年齢の入り数（1 箱 18 

kg 当たりの尾数）範囲を用い、入り数別漁獲量から年齢別漁獲尾数を推定した。ただし、

ローソク銘柄以下の小型魚（0～1 歳）については、想定した 1 尾当たりの体重と漁獲重量

から漁獲尾数を推定した。また沿岸漁業（主に中型まき網及び定置網）の漁獲物については、

月ごとに定めた各年齢の体長範囲を用いて、各県での体長測定データ（2018 年の総測定尾

数は 6606 尾）と月別漁獲量から年齢別漁獲尾数を県別に推定した。銘柄の年齢への振り分

けは、7～12 月の豆銘柄を 0 歳、1～6 月の豆銘柄と 7～12 月の小銘柄を 1 歳、1～6 月の小

銘柄と 7～12 月の中銘柄を 2 歳、1～6 月の中銘柄と全ての大銘柄を 3+歳とした。 

 



 

 

 

 

 

補注3． 東シナ海・日本海で操業する大中型まき網漁業の年齢別資源量指標値は、主漁期

である1～5月と8～12月のゴマサバを対象とした操業について、各年齢に相当する銘柄

（補注2）の一網当り漁獲量（CPUE）として以下のように求めた。なお、2017年度資源評

価より、より広域のCPUEを算定するために、東シナ海・日本海西部に加えて、日本海北

中部の漁獲データを使うことにした。まず、日別・船別の漁獲成績報告書に基づき、ゴマ

サバの漁獲量が全魚種の総漁獲量の10%より大きい操業日を抽出し、日別・船別・年齢別

のCPUEを計算した。10%という狙い種を特定するには比較的低い閾値は、資源の減少を的

確に捉えるため、なるべく多くの操業データを取り込み、明らかに混獲とみなせる操業の

みを除外するという方針が反映されている。次に、各年齢におけるCPUEの算術平均を求

め、年齢別資源量指標値とした。また、枕崎港の中型まき網漁業の資源量指標値は、1～1

2月の一入港隻当たりのゴマサバ水揚量として求めた。銘柄と体長の関係より、豆、小銘

柄を0～1歳、中（中小を含む）、大銘柄を2歳以上の指標とみなした。 
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補足資料 3 調査船調査の結果 

（1）夏季（8～9 月）に九州西岸と対馬東海域で行った魚群分布調査「計量魚探などを用い

た浮魚類魚群量調査」から得られた現存量指標値を以下に示した。本データにはマサバとゴ

マサバの区別がないため、「さば類」として示した。現在、種別の現存量推定法について再

検討を行っている。 

年 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 

さば類 0.2 2.2 1.6 0.9 0.3 0.3 0.05 1.0 2.7 

年 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 

さば類 1.7 0.9 8.3 0.8 0.4 0.8  7.8 1.6 1.7 

年 2015 2016 2017 2018      

さば類 1.3 2.3 4.8 4.6      

 

（2）5～6 月に東シナ海陸棚縁辺部で行った着底トロールを用いた資源量直接推定調査「底

魚類現存量調査（東シナ海）」から得られた 0 歳魚を主体とする現存量推定値（トン）を以

下に示した（調査海域面積を 138 千 km2、漁獲効率を 1 とした）。なお、本調査は底魚類を

対象としており、ゴマサバの分布水深を網羅していないため、本推定値は参考値として取り

扱った。 

年 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 

ゴマサバ 31,300 67,230 6,417 4,515 873 501 11,063 251 

年 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 

ゴマサバ 3,694 78 327 11,479 11,813 141 604 9,065 

年 2016 2017 2018 2019     

ゴマサバ 18,568 10,165 13,632 419     

 

（3）2000 年から新規加入量調査「ニューストンネットを用いた新規加入量調査」を 2～6 月

の東シナ海及び九州沿岸海域で行っている。結果は令和元年度カタクチイワシ対馬暖流系

群の資源評価報告書補足資料 5（黒田ほか 2020）を参照されたい。 
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補足資料 4 コホート解析結果の詳細（1992～2018年） 

 

  

0 1 2 3+ 0 1 2 3+ 0 1 2 3+

1992 27 57 12 3 8 21 6 2 0.25 0.77 0.60 0.60

1993 82 34 29 11 24 12 14 8 0.24 0.76 1.80 1.80

1994 56 112 14 4 12 41 7 2 0.28 0.81 1.17 1.17

1995 80 65 39 3 15 24 18 2 0.36 0.78 1.03 1.03

1996 48 69 13 5 13 25 6 4 0.25 0.77 0.44 0.44

1997 110 48 21 12 29 18 11 9 0.41 0.53 0.75 0.75

1998 100 98 23 10 24 36 12 7 0.25 1.09 0.70 0.70

1999 169 170 18 12 42 51 9 8 0.65 1.16 0.76 0.76

2000 48 94 30 10 13 32 14 7 0.35 1.38 0.85 0.85

2001 120 40 16 15 34 14 8 11 0.54 0.71 1.36 1.36

2002 66 55 13 4 20 20 6 3 0.53 0.66 0.75 0.75

2003 67 42 20 5 19 16 10 4 0.53 1.04 0.69 0.69

2004 77 14 7 8 23 5 4 5 0.27 0.26 0.64 0.64

2005 167 90 17 6 46 33 9 4 1.03 0.76 0.70 0.70

2006 114 32 26 7 34 12 14 5 0.64 0.72 0.69 0.69

2007 67 60 12 14 18 21 6 9 0.54 1.16 0.91 0.91

2008 93 29 10 6 23 10 6 5 0.87 0.61 0.81 0.81

2009 75 31 16 6 18 12 9 5 0.42 1.19 1.22 1.22

2010 57 42 5 3 16 14 3 3 0.29 0.56 0.77 0.77

2011 93 58 25 3 22 24 13 2 0.54 0.70 1.03 1.03

2012 71 42 22 6 20 15 11 4 0.47 0.67 0.85 0.85

2013 105 43 12 6 25 15 7 4 0.58 0.77 0.54 0.54

2014 50 30 12 8 12 11 7 6 0.33 0.41 0.67 0.67

2015 61 25 20 7 15 9 11 5 0.30 0.34 0.68 0.68

2016 88 53 17 8 24 19 9 5 0.46 0.60 0.53 0.53

2017 68 38 18 10 13 13 10 7 0.27 0.48 0.56 0.56

2018 195 100 35 21 43 36 20 16 0.88 1.05 1.62 1.62

年＼年齢
漁獲尾数（百万尾） 漁獲重量（千トン） 漁獲係数F



 

 

 

 

 

補足資料 4（続き）コホート解析結果の詳細（1992～2018年） 

 
  

0 1 2 3+ 0 1 2 3+ 0 1 2 3+

1992 296 373 462 692 145 126 32 8 43 47 15 6

1993 287 357 474 703 454 76 39 15 130 27 19 10

1994 219 365 487 659 279 238 24 6 61 87 12 4

1995 188 374 454 687 321 142 71 6 61 53 32 4

1996 270 361 474 641 266 151 43 18 72 54 21 12

1997 262 370 505 731 390 139 47 27 102 52 24 20

1998 238 365 508 667 553 173 55 23 132 63 28 15

1999 247 298 489 655 419 290 39 26 103 86 19 17

2000 280 343 487 700 195 146 61 20 55 50 30 14

2001 285 362 519 729 344 92 25 23 98 33 13 17

2002 299 360 475 690 192 135 30 8 57 49 14 6

2003 284 388 508 721 195 76 47 12 55 29 24 9

2004 295 362 520 693 390 77 18 20 115 28 9 14

2005 274 366 505 710 305 200 40 13 84 73 20 10

2006 296 367 524 685 287 73 62 18 85 27 33 12

2007 276 345 534 672 191 102 24 27 53 35 13 18

2008 243 342 597 754 188 74 21 14 46 25 13 10

2009 240 376 567 749 265 53 27 10 64 20 15 8

2010 272 327 581 755 273 117 11 7 74 38 6 6

2011 237 404 533 712 264 137 45 6 63 55 24 4

2012 280 347 519 688 226 103 46 12 63 36 24 8

2013 239 345 557 668 284 95 35 17 68 33 20 11

2014 233 359 560 701 215 106 29 20 50 38 16 14

2015 247 352 546 680 281 104 47 17 70 37 26 12

2016 270 356 539 709 283 139 50 22 76 50 27 15

2017 198 354 540 738 350 119 51 28 69 42 28 21

2018 222 363 571 772 393 180 50 30 87 65 28 23

資源尾数（百万尾） 資源量（千トン）
年＼年齢

平均体重(g)



 

 

 

 

 

補足資料 5 管理基準値案と禁漁水準案 

本系群の管理基準値案と、コホート解析により得られた資源の現状について以下に示す。 

項目 値 備考 

SBtarget 案 109 千トン 最大持続生産量 MSY を実現する親魚量（SBmsy） 

SBlimit 案 51 千トン MSY の 60%の漁獲量が得られる親魚量（SB0.6msy） 

SBban 案 8 千トン MSY の 10%の漁獲量が得られる親魚量（SB0.1msy） 

Umsy 31% 最大持続生産量 MSY を実現する漁獲割合 

MSY 76 千トン 最大持続生産量 MSY 

β ― 
漁獲管理規則の漁獲圧の上限の設定のため、Fmsy に掛

ける安全係数。 

SB2018 87 千トン 2018 年の親魚量 

U2018 57% 2018 年の漁獲割合 

F2018/ Fmsy 2.40 
2018 年の漁獲圧の、最大持続生産量 MSY を実現する

漁獲圧に対する比 

平成 31 年 4 月に開催された研究機関会議により、目標管理基準値（SBtarget）には MSY

水準における親魚量（SBmsy：109 千トン）、限界管理基準値（SBlimit）には MSY の 60%が

得られる親魚量（SB0.6msy：51 千トン）、禁漁水準（SBban）には MSY の 10%が得られる

親魚量（SB0.1msy：8 千トン）を用いることが提案されている。詳細は「平成 31（2019）年

度ゴマサバ東シナ海系群の管理基準値等に関する研究機関会議報告書」を参照されたい。 

コホート解析により得られた 2018 年の親魚量（SB2018：87 千トン）は、限界管理基準値

案と禁漁水準案を上回っているが目標管理基準値案を下回っている。また、2018 年の漁獲

圧（F2018）は MSY を実現する漁獲圧を上回り（F2018/Fmsy は 2.40）、2018 年の漁獲割合

（U2018）も MSY を実現する漁獲割合（Umsy）を上回っている。 

目標管理基準値案と、MSY を実現する漁獲圧（F）を基準にした神戸プロットを補足図 5

-1 に示す。 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

補足図 5-1. 管理基準値案と親魚量・漁獲圧との関係（神戸プロット） 

親魚量と漁獲圧には単年の値を用いた 

 

  



 

 

 

 

 

補足資料 6 漁獲管理規則案に対応した漁獲量の算定 

漁獲管理規則案（HCR）は、目標管理基準値案以上の親魚量を維持・管理する達成確率を

勘案して、親魚量に対応した漁獲圧（F）を定める漁獲シナリオ案である。親魚量が限界管

理基準値案を下回ると禁漁水準案まで直線的に漁獲圧を下げる。漁獲圧の上限となる Fmsy

には安全係数となるチューニングパラメータ β を乗じる。補足図 6-1 に平成 31 年 4 月に開

催された研究機関会議により提案された漁獲管理規則を示す。ここでは例として安全係数 β

を 0.8 とした場合を示した。 

漁獲管理規則案を用いた将来予測に従い、2020 年漁獲量を試算した。将来予測はコホー

ト解析の前進法に加え、親魚量から予測される加入量を再生産関係から与えて実施した（補

足資料 7）。加入量の不確実性として対数正規分布に従う誤差を仮定し、5,000 回の繰り返

し計算を行った。2019 年の漁獲圧は F2016-2018 とした。将来予測により予測された 2020

年の親魚量をもとに漁獲管理規則案で定められる漁獲圧を、2020 年漁獲量試算のための漁

獲圧とした。 

将来予測の結果、漁獲管理規則案に従い試算された 2020 年の平均漁獲量は β を 0.8 とし

た場合には 29 千トン、β を 1.0 とした場合には 35 千トンであった。2020 年に予測される親

魚量は、いずれの繰り返し計算でも限界管理基準値案を上回り、平均 48 千トンと見込まれ

た。 

 

2020 年の親魚量（予測平均値）：48 千トン  

項目 

2020 年の 

漁獲量 

（千トン） 

現状の漁獲圧に 

対する比 

（F/F2016-2018） 

2020 年の 

漁獲割合（%） 

10 年後に目標管理基準値案を 50％以上の確率で上回るβの最大値に基づく方策  

β≦0.9 ≦32 ≦0.64 ≦26 

その他の方策（漁獲管理規則案にて異なる β を使用した場合）  

β=1.0 35  0.71  28  

β=0.8 29  0.57  24  

β=0.6 23  0.42  18  

β=0.4 16  0.28  13  

β=0.2 8  0.14  7  

β=0.0 0  0.00  0  

F2016-2018 46  1  40  

 

漁獲管理規則案（補足図 6-1）に基づく中長期的な将来予測の結果を補足図 6-2 および補

足表 6-1 および 6-2 に示す。漁獲管理規則案に基づく管理を 10 年間継続した場合、2030 年

の親魚量の予測値は β を 1.0 とした場合には平均 106 千トン（80%信頼区間は 77 千トン～1



 

 

 

 

 

35 千トン）、β を 0.8 とした場合には平均 133 千トン（80%信頼区間は 104 千トン～166 千ト

ン）である。予測値が目標管理基準値案を上回る確率は β が 0.9 以下で 50%を上回る。親魚

量の予測値が限界管理基準値案を上回る確率および禁漁水準案を上回る確率は全ての方策

において 99%以上となった。 

 

考慮している不確実性： 加入量 

項目 

2030 年 

の親魚量 

（千トン） 

80% 

信頼区間 

（千トン） 

2030 年に親魚量が以下の 

管理基準値案と禁漁水準案を上回

る確率（%） 

SBtarget

案 
SBlimit 案 SBban 案 

10 年後に目標管理基準値案を 50％以上の確率で上回るβの最大値に基づく方策  

β≦0.9 ≧120 ≧92-≧150 ≧67 100 100 

その他の方策（漁獲管理規則案にて異なる β を使用した場合） 

β=1.0 106  77 - 135 43  99  100  

β=0.8 133  104 - 166 85  100  100  

β=0.6 167  132 - 204 99  100  100  

β=0.4 214  172 - 259 100  100  100  

β=0.2 287  234 - 343 100  100  100  

β=0.0 405  339 - 476 100  100  100  

F2016-2018 27  11 -  49 0  9  97  

 

 

補足図 6-1. 漁獲管理規則案 

現状の漁獲圧は F2016-2018 



 

 

 

 

 

 

補足図 6-2. 漁獲管理規則案（補足図 6-1）に基づく中長期的な将来予測の結果 

5,000 回の平均値（太線）、5 回の試行結果（細線）および 80％信頼区間（網掛

け）を示す。年は暦年であり、親魚量の図の黄破線は目標管理基準値案、赤点

線は限界管理基準値案、黒点線は禁漁水準案である。漁獲管理規則案のβは 0.

8 のものを示す。 

 

補足表 6-1. 将来の親魚量が目標管理基準値案（a）および限界管理基準値案（b）を上回る

確率 2019 年は F2016-2018 による漁獲とした 

 

(a) 親魚量が目標管理基準値案を上回る確率                

                                  （%） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b)  親魚量が限界管理基準値案を上回る確率      (%) 



 

 

 

 

 

 

  



 

 

 

 

 

補足表 6-2. 将来の親魚量（a）および漁獲量（b）の平均値の推移 

2019 年は F2016-2018 による漁獲とした 

 

（a）     将来の親魚量（5,000 回の繰り返し計算の平均値）                   （千トン） 

 

 

 

（b）        将来の漁獲量（5,000 回の繰り返し計算の平均値）                （千トン） 

 

 

  



 

 

 

 

 

補足資料 7 資源の将来予測の方法 

得られた資源量をもとに漁獲管理規則案に従う将来予測を行った。将来の加入量の推定

には、令和元年度に開催された資源管理方針に関する検討会において合意されたホッケー

スティック型関係式（a=0.0049、b=84,935、SD=0.33）から推定される値を用いた。なお、再

生産関係のパラメータ推定に使用するデータは、平成 30（2018）年度の資源評価に基づく

親魚量・加入量とし、最適化方法には最小絶対値法を用いている。加入量の残差の自己相関

は考慮していない。詳細は「平成 31（2019）年度ゴマサバ東シナ海系群の管理基準値等に

関する研究機関会議報告書」を参照されたい。 

将来予測における漁獲係数 F は、「漁獲管理規則および ABC 算定のための基本指針」に

おける 1 系資源の管理規則に基づき算出される値を用いた。将来予測に用いたパラメータ

は補足表 7-1 に示す。選択率や漁獲物平均体重等の値には、令和元年度に開催された資源

管理方針に関する検討会において合意された各種管理基準値の推定に用いた値を引き続き

用いた。これらは再生産関係と同じく平成 30（2018）年度の資源評価に基づく値であり、

選択率および漁獲物平均体重はこの評価における将来予測で設定した値を使用した。現状

の漁獲圧（F2016-2018）は、この選択率において推定される%SPRが 2016～2018 年漁期の

平均 F 値から推定される%SPR と等しくなる値とした。2019 年の漁獲量は現状の漁獲圧

（F2016-2018）から予測される 51 千トンとした。 

 

資源尾数の予測には､コホート解析の前進法（（1-3）式）を用いた。 

                                                  (1) 

                             (2) 

                                                (3) 

 

補足表 7-1. 将来予測計算に用いたパラメータ 

 選択率 Fmsy F2016-2018 平均体重（g） 自然死亡係数 成熟率 

0 歳 0.54 0.36 0.51 238 0.4 0.00 

1 歳 0.71 0.47 0.67 354 0.4 0.60 

2 歳 1.00 0.66 0.94 542 0.4 0.85 

3 歳以上 1.00 0.66 0.94 709 0.4 1.00 
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補足資料 8 漁獲割合に基づく神戸プロット 

親魚量とその時の漁獲割合（U）を基準にした神戸プロットを補足図 8-1 に示した。本系

群における親魚量は 1992～2018 年において MSY を実現する水準を下回っている。漁獲割

合の比（U/Umsy）は、1992～2014 年には多くの年で MSY を実現する水準より高かったが、

近年低下している。2018 年の漁獲割合の比（U2018/Umsy）は 1.78 であった。 

 

項目 値 備考 

SBmsy 109 千トン 最大持続生産量 MSY を実現する親魚量 

Umsy 32% 最大持続生産量 MSY を実現する漁獲割合 

U2018 57% 2018 年の漁獲割合 

U2018/ Umsy 1.78 
最大持続生産量 MSY を実現する漁獲割合に対す

る 2018 年の漁獲割合の比 

 

 

 

補足図 8-1. 最大持続生産量 MSY を実現する親魚量（SBmsy）と漁獲割合（Umsy）に対

する、過去の親魚量および漁獲割合の関係（神戸プロット） 

親魚量と漁獲割合には 3 年移動平均値を用いた 

  



 

 

 

 

 

補足資料 9 リッジ VPA における F の罰則項を F の二乗とした場合の評価結果 

補足資料 2 における式（4）の F の罰則項の違いにより、資源評価結果がどの程度変化す

るかを調べるために、罰則項を F の二乗とした条件で資源評価を行った。この条件は 2018

年度資源評価で用いられたものである。ただし、レトロスペクティブバイアスは 2018 年度

資源評価で用いられた Fではなく、本評価と同様に資源量を基準に評価した。 

（1）資源量と漁獲割合の推移 

Fの罰則項をFの二乗としたリッジVPAにより推定された資源量は、1992～2014年には、

100 千～200 千トン程度の範囲で比較的安定していたが、2015 年以降に継続的に増加し、2

018 年には 347 千トンまで急増した（補足図 9-1、補足資料 10）。F の罰則項を F の二乗とし

たリッジ VPA により推定された漁獲割合は 2000 年代までは 40％前後の値で推移していた

が、2014 年に低下し、2018 年には 33%となった。 

F の罰則項を F の二乗としたリッジ VPA により推定された加入量（資源計算の 0 歳魚資

源尾数）は、1992 年以降において概ね 2 億～4 億尾前後で変動してきたが、2015 年以降は

連続的に増加し、2018 年には 7.0 億尾となった（補足図 9-2、補足資料 10）。F の罰則項を F

の二乗としたリッジ VPA により推定された親魚量（資源計算の成熟魚資源量）の変動履歴

は資源量と類似しており、2013 年までは 30 千～80 千トンの間で変動してきたが、その後

連続的に増加し、2018 年には 141 千トンの過去最高値となった（補足図 9-2、補足資料 10）。 

コホート解析に用いた自然死亡係数（M）に対する感度解析として、M を仮定値（0.4）

に対して 0.3 および 0.5 として資源評価を行った。F の罰則項を F の二乗としたリッジ VPA

により推定された 2018 年の資源量、親魚量、加入量は M の上昇とともに多くなり、M が 0.

1 変化すると、各推定値に対して 5%前後の影響があった（補足図 9-3）。 

F の罰則項を F の二乗としたリッジ VPA により推定された漁獲係数 F（各年齢の F の単

純平均）はおよそ 0.5～1 の範囲で上下を繰り返している（補足図 9-4、補足資料 11）。2012

年以降、F は継続的に低下し、2017 年には 0.33 となったが、2018 年には急上昇して 0.61 と

なった。 

 

項目 値 備考 

SB2018 141 千トン 2018 年の親魚量 

F2018 
（0 歳, 1 歳, 2 歳, 3 歳以上） 

＝（0.41, 0.47, 0.78, 0.78） 

U2018 33%  2018 年の漁獲割合 

 

（2）加入量当たり漁獲量（YPR）、加入量あたり親魚量（SPR）、現状の漁獲圧 

選択率の影響を加味して漁獲圧を比較するため、各年の F 値を%SPR（年ごとに漁獲が無

かったと仮定した場合の SPR に対する、漁獲があった場合の SPR の割合）に換算した値を

補足図 9-5 に示す。%SPR は漁獲圧が低いほど大きい値をとる。F の罰則項を F の二乗とし

たリッジ VPA により推定された％SPR は増減を繰り返しながら推移し、2000 年代後半から

は増加傾向にあったものの、2018 年の値は 23.5%と低かった。 

近年 5 年間（2014～2018 年）の選択率における平均漁獲圧に対する%SPR の関係を補足



 

 

 

 

 

図 9-6 に示す。F の罰則項を F の二乗としたリッジ VPA により推定された現状の漁獲圧（F

2016-2018）は、F30%SPR と近似しており、Fmed よりも低く F0.1 よりも高い。補足図 9-6

には、平成 31 年 4 月に開催された「管理基準値等に関する研究機関会議」において MSY を

算出した際の条件下での平均漁獲圧に対する%SPR の関係も示した。「管理基準値等に関す

る研究機関会議」と同条件下において、F の罰則項を F の二乗としたリッジ VPA により推

定された現状の漁獲圧（F2016-2018）は Fmsy より低いが、F2018 は Fmsy より高い。 

 

項目 値 備考 

%SPR（F2018） 23.5% 2018 年の%SPR 

%SPR（F2016-2018） 30.9% 現状の漁獲圧（F2016-2018）に対応する%SPR 

 

（3）再生産関係 

 F の罰則項を F の二乗としたリッジ VPA により推定された親魚量（重量）と加入量（尾

数）の関係（再生産関係）を補足図 9-7 に示す。上述の「管理基準値等に関する研究機関会

議」により、本系群の再生産関係にはホッケースティック型関係式を適用している（林ほか

 2019）。ここで、再生産関係のパラメータ推定に使用するデータは、平成 30（2018）年度

の資源評価に基づく親魚量・加入量とし、最適化方法には最小絶対値法を用いている。加入

量の残差の自己相関は考慮していない。再生産式の各パラメータは下表に示す。 

 

再生産関係式 最適化法 自己相関 a b S.D. 

ホッケー・ 

スティック型 

最小絶対値法 無 0.00493 84,935 0.33 

ここで、a は HS の折れ点までの再生産曲線の傾き（尾/kg）、b は HS の折れ点となる親魚量

（トン）である。 

 

（4）現在の環境下において MSY を実現する水準 

現在（1992 年以降）の環境下において最大持続生産量 MSY を実現する親魚量（SBmsy）

および MSY を実現する漁獲圧（Fmsy）として、上述の「管理基準値等に関する研究機関会

議」で提案された値（林ほか 2019）を下表に示す。 

 

項目 値 備考 

SBmsy 109 千トン 最大持続生産量 MSY を実現する親魚量 

Fmsy 
（0 歳, 1 歳, 2 歳, 3 歳以上） 

＝（0.36, 0.47, 0.66, 0.66） 

%SPR (Fmsy) 26% Fmsy に対応する%SPR 

MSY 76 千トン 最大持続生産量 MSY 

 

（5）資源の水準・動向および漁獲圧の水準 



 

 

 

 

 

F の罰則項を F の二乗としたリッジ VPA により推定された親魚量と漁獲圧の推移を表し

た神戸プロットを補足図 9-8 に示す。なお、漁獲圧の比（F/Fmsy）は、各年の選択率下にお

いて%SPR 値が Fmsy に対応する値となる場合の F 値と、各年の F 値との比、親魚量と漁獲

割合には 3 年移動平均値である。近年における本系群における漁獲圧は MSY を実現する水

準を上回っていると判断される。F の罰則項を F の二乗としたリッジ VPA により推定され

た 2018 年の漁獲圧は MSY を実現する漁獲圧の 1.13 倍である。本系群における親魚量は 19

92～2017 年においては MSY を実現する水準を下回っていたが、2018 年に上回り、MSY を

実現する親魚量の 1.30 倍となった。 

項目 値 備考 

SB2018/ SBmsy 1.30 

最大持続生産量を実現する親魚量に対する、Fの罰則項

をFの二乗としたリッジVPAにより推定された2018年

の親魚量の比 

F2018/ Fmsy 1.13 

最大持続生産量を実現する漁獲圧に対する、Fの罰則項

をFの二乗としたリッジVPAにより推定された2018年

の漁獲圧の比* 

*2018 年の選択率の下で Fmsy の漁獲圧を与える F を%SPR 換算して算出し求めた比率 

 

親魚量*の水準 MSY を実現する水準を上回る 

漁獲圧*の水準 MSY を実現する水準を上回る 

親魚量*の動向 増加 

*F の罰則項を F の二乗としたリッジ VPA により推定された値 

  



 

 

 

 

 

 

補足図 9-1. F の罰則項を Fの二乗としたリッジ VPA により推定された資源量と漁

獲割合の推移 

 

 

補足図 9-2. F の罰則項を Fの二乗としたリッジ VPA により推定された加入量と親

魚量の推移 

 

 

補足図 9-3. M の値を変化させた場合における F の罰則項を F の二乗としたリッジ

VPA により推定された 2018 年の資源量、親魚量と加入量の変化 
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補足図 9-4. F の罰則項を F の二乗としたリッジ VPA により推定された各年齢の F の

単純平均および有効漁獲努力量 

 

 

 

補足図 9-5. F の罰則項を F の二乗としたリッジVPA により推定された％SPR値の推移 

%SPR は漁獲がないときの親魚量に対する漁獲があるときの親魚量の割合

を示し、F が高い（低い）と%SPR は小さく（大きく）なる 
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補足図 9-6. F の罰則項を F の二乗としたリッジ VPA により推定された現状の漁獲圧

（F2016-2018）に対する YPR と%SPR の関係 

下図の SPR*（破線曲線）は MSY を算出した際の条件下での平均漁獲圧に

対する%SPR の関係 

 

 

補足図 9-7. F の罰則項を F の二乗としたリッジ VPA により推定された親魚量と加入

量の関係（再生産関係） 

破線は平成 31 年 4 月に開催された「管理基準値等に関する研究機関会

議」（林ほか 2019）で適用された再生産関係式。2018 年の値は●で示す
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補足図9-8. 最大持続生産量MSYを実現する親魚量（SBmsy）と漁獲圧（Fmsy）に対する、

Fの罰則項をFの二乗としたリッジVPAにより推定された過去の親魚量および

漁獲圧の関係（神戸プロット） 

親魚量と漁獲圧には3年移動平均値を用いた 

  



 

 

 

 

 

補足資料 10 F の罰則項を F の二乗としたリッジ VPA により推定された漁獲量とコホート

解析結果 

  漁獲量（千トン） 資源量 親魚量 加入量 漁獲割合 再生産成功率 

年 日本 韓国 計 （千トン） （千トン） （100 万尾） （％） （尾／kg） 

1992 35  2  37  111  47  145  33  3.112  

1993 50  7  57  187  43  454  30  10.687  

1994 57  6  62  164  66  279  38  4.232  

1995 51  8  60  150  63  321  40  5.059  

1996 42  5  48  159  62  266  30  4.294  

1997 63  3  66  197  70  390  33  5.531  

1998 68  10  78  238  77  553  33  7.182  

1999 88  21  109  226  85  419  48  4.925  

2000 47  20  67  149  70  195  45  2.804  

2001 63  5  68  161  48  344  42  7.169  

2002 45  3  48  126  47  192  38  4.085  

2003 46  3  49  117  47  195  42  4.178  

2004 31  6  37  166  38  390  22  10.161  

2005 76  16  91  186  71  305  49  4.320  

2006 61  3  64  157  56  287  41  5.122  

2007 54  1  55  119  50  191  46  3.818  

2008 40  3  43  94  37  188  46  5.162  

2009 36  7  44  107  33  266  41  8.097  

2010 30  5  35  125  34  275  28  8.072  

2011 49  12  61  147  58  266  41  4.598  

2012 47  3  50  133  50  229  38  4.541  

2013 38  13  51  135  49  293  38  6.026  

2014 33  2  35  127  54  235  28  4.379  

2015 31  9  40  160  61  316  25  5.145  

2016 35  22  57  200  80  341  29  4.281  

2017 33  11  44  228  91  552  19  6.050  

2018 41  74  115  347  141  696  33  4.941  

 

  



 

 

 

 

 

補足資料 11  F の罰則項を F の二乗としたリッジ VPA により推定されたコホート解析結

果の詳細（1992～2018年） 

 

  

0 1 2 3+ 0 1 2 3+ 0 1 2 3+

1992 27 57 12 3 8 21 6 2 0.25 0.77 0.60 0.60

1993 82 34 29 11 24 12 14 8 0.24 0.76 1.80 1.80

1994 56 112 14 4 12 41 7 2 0.28 0.81 1.17 1.17

1995 80 65 39 3 15 24 18 2 0.36 0.78 1.03 1.03

1996 48 69 13 5 13 25 6 4 0.25 0.77 0.44 0.44

1997 110 48 21 12 29 18 11 9 0.41 0.53 0.75 0.75

1998 100 98 23 10 24 36 12 7 0.25 1.09 0.70 0.70

1999 169 170 18 12 42 51 9 8 0.65 1.16 0.76 0.76

2000 48 94 30 10 13 32 14 7 0.35 1.38 0.85 0.85

2001 120 40 16 15 34 14 8 11 0.54 0.71 1.36 1.36

2002 66 55 13 4 20 20 6 3 0.53 0.66 0.75 0.75

2003 67 42 20 5 19 16 10 4 0.53 1.04 0.69 0.69

2004 77 14 7 8 23 5 4 5 0.27 0.26 0.64 0.64

2005 167 90 17 6 46 33 9 4 1.03 0.76 0.70 0.70

2006 114 32 26 7 34 12 14 5 0.64 0.72 0.69 0.69

2007 67 60 12 14 18 21 6 9 0.54 1.16 0.91 0.91

2008 93 29 10 6 23 10 6 5 0.87 0.61 0.81 0.81

2009 75 31 16 6 18 12 9 5 0.42 1.18 1.22 1.22

2010 57 42 5 3 16 14 3 3 0.29 0.56 0.77 0.77

2011 93 58 25 3 22 24 13 2 0.54 0.70 1.03 1.03

2012 71 42 22 6 20 15 11 4 0.46 0.65 0.83 0.83

2013 105 43 12 6 25 15 7 4 0.56 0.75 0.52 0.52

2014 50 30 12 8 12 11 7 6 0.30 0.38 0.63 0.63

2015 61 25 20 7 15 9 11 5 0.27 0.29 0.61 0.61

2016 88 53 17 8 24 19 9 5 0.37 0.49 0.43 0.43

2017 68 38 18 10 13 13 10 7 0.16 0.34 0.40 0.40

2018 195 100 35 21 43 36 20 16 0.41 0.47 0.78 0.78

年＼年齢
漁獲尾数（百万尾） 漁獲重量（千トン） 漁獲係数F



 

 

 

 

 

補足資料 11（続き）F の罰則項を F の二乗としたリッジ VPA により推定されたコホート解

析結果の詳細（1992～2018年） 

 

  

0 1 2 3+ 0 1 2 3+ 0 1 2 3+

1992 296 373 462 692 145 126 32 8 43 47 15 6

1993 287 357 474 703 454 76 39 15 130 27 19 10

1994 219 365 487 659 279 238 24 6 61 87 12 4

1995 188 374 454 687 321 142 71 6 61 53 32 4

1996 270 361 474 641 266 151 43 18 72 54 21 12

1997 262 370 505 731 390 139 47 27 102 52 24 20

1998 238 365 508 667 553 173 55 23 132 63 28 15

1999 247 298 489 655 419 290 39 26 103 86 19 17

2000 280 343 487 700 195 146 61 20 55 50 30 14

2001 285 362 519 729 344 92 25 23 98 33 13 17

2002 299 360 475 690 192 135 30 8 57 49 14 6

2003 284 388 508 721 195 76 47 12 55 29 24 9

2004 295 362 520 693 390 77 18 20 115 28 9 14

2005 274 366 505 710 305 200 40 13 84 73 20 10

2006 296 367 524 685 287 73 62 18 85 27 33 12

2007 276 345 534 672 191 102 24 27 53 35 13 18

2008 243 342 597 754 188 74 21 14 46 25 13 10

2009 240 376 567 749 266 53 27 10 64 20 15 8

2010 272 327 581 755 275 118 11 7 75 38 6 6

2011 237 404 533 712 266 138 45 6 63 56 24 4

2012 280 347 519 688 229 104 46 12 64 36 24 8

2013 239 345 557 668 293 97 36 17 70 33 20 11

2014 233 359 560 701 235 113 31 21 55 40 17 15

2015 247 352 546 680 316 117 52 19 78 41 28 13

2016 270 356 539 709 341 162 59 26 92 58 32 18

2017 198 354 540 738 552 158 66 37 109 56 36 27

2018 222 363 571 772 696 315 75 46 154 114 43 36

年＼年齢
平均体重(g) 資源尾数（百万尾） 資源量（千トン）



 

 

 

 

 

補足資料 12 管理基準値案と F の罰則項を F の二乗としたリッジ VPA により推定された

資源の水準・動向および漁獲圧の水準 

平成 31 年 4 月に開催された研究機関会議により提案された管理基準値を再掲し、F の罰

則項を F の二乗としたリッジ VPA により推定された資源の現状について以下に示す。 

項目 値 備考 

SBtarget 案 109 千トン 最大持続生産量 MSY を実現する親魚量（SBmsy） 

SBlimit 案 51 千トン MSY の 60%の漁獲量が得られる親魚量（SB0.6msy） 

SBban 案 8 千トン MSY の 10%の漁獲量が得られる親魚量（SB0.1msy） 

Umsy 31% 最大持続生産量 MSY を実現する漁獲割合 

MSY 76 千トン 最大持続生産量 MSY 

β ― 
漁獲管理規則の漁獲圧の上限の設定のため、Fmsy に掛

ける安全係数。 

SB2018 141 千トン 2018 年の親魚量 

U2018 33% 2018 年の漁獲割合 

F2018/ Fmsy 1.13 
2018 年の漁獲圧の、最大持続生産量 MSY を実現する

漁獲圧に対する比 

F の罰則項を F の二乗としたリッジ VPA により推定された 2018 年の親魚量（SB2018：1

41 千トン）は、目標管理基準値案、限界管理基準値案、禁漁水準案のいずれをも上回って

いる。また、2018 年の漁獲圧（F2018）は MSY を実現する漁獲圧を上回り（F2018/Fmsy は

1.13）、2018 年の漁獲割合（U2018）も MSY を実現する漁獲割合（Umsy）を上回っている。 

目標管理基準値案と、MSY を実現する漁獲圧（F）を基準にした神戸プロットを補足図 1

2-1 に示す。本系群における 2018 年の漁獲圧は、MSY を実現する漁獲圧を上回っていたと

判断される。また、2018 年の親魚量は目標管理基準値案を上回っている。 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

補足図 12-1. 管理基準値案と F の罰則項を F の二乗としたリッジ VPA により推定され

た親魚量・漁獲圧との関係（神戸プロット） 

親魚量と漁獲圧には単年の値を用いた 

 

  



 

 

 

 

 

補足資料 13 漁獲管理規則案に対応した F の罰則項を F の二乗としたリッジ VPA に基づ

く漁獲量の算定 

2020 年漁獲量を、補足資料 12 に示した Fの罰則項をFの二乗としたリッジVPA の結果と

補足表 13-1 に示したパラメータに基づき、補足資料 7 と同様の手順で試算した。 

 

補足表 13-1. 将来予測計算に用いたパラメータ 

 選択率 Fmsy F2016-2018 平均体重（g） 自然死亡係数 成熟率 

0 歳 0.54 0.36 0.30 238 0.4 0.00 

1 歳 0.71 0.47 0.40 354 0.4 0.60 

2 歳 1.00 0.66 0.56 542 0.4 0.85 

3 歳以上 1.00 0.66 0.56 709 0.4 1.00 

 

Fの罰則項をFの二乗としたリッジVPA に基づく将来予測の結果、漁獲管理規則案に従い

試算された 2020 年の平均漁獲量は β を 0.8 とした場合には 82 千トン、β を 1.0 とした場合

には 98 千トンであった。Fの罰則項をFの二乗としたリッジVPA に基づいた場合に 2020 年

に予測される親魚量は、いずれの繰り返し計算でも限界管理基準値案を上回り、平均 153 千

トンと見込まれた。 

 

2020 年の親魚量（予測平均値）：153 千トン  

項目 

2020 年の 

漁獲量 

（千トン） 

現状の漁獲圧に 

対する比 

（F/F2016-2018） 

2020 年の 

漁獲割合（%） 

10年後に目標管理基準値案を 50％以上の確率で上回る β の最大値に基づく方策  

β≦0.9 ≦90 ≦1.07 ≦31 

その他の方策（漁獲管理規則案にて異なる β を使用した場合）  

β=1.0 97  1.18  33  

β=0.8 81  0.95  28  

β=0.6 64  0.71  22  

β=0.4 45  0.47  15  

β=0.2 23  0.24  8  

β=0.0 0  0.00  0  

F2016-2018 79  1  29  

 

リッジ VPA における F の罰則項を F の二乗とした場合における漁獲管理規則案（補足図

13-1）に基づく中長期的な将来予測の結果を補足図 13-2 および補足表 13-2 および 13-3 に示

す。漁獲管理規則案に基づく管理を 10 年間継続した場合、2030 年の親魚量の予測値は β を



 

 

 

 

 

1.0 とした場合には平均 109 千トン（80%信頼区間は 83 千トン～137 千トン）、β を 0.8 とし

た場合には平均 134 千トン（80%信頼区間は 105 千トン～166 千トン）である。予測値が目

標管理基準値案を上回る確率は β が 0.9 以下で 50%を上回る。親魚量の予測値が限界管理基

準値案を上回る確率および禁漁水準案を上回る確率は全ての方策において 100%となった。 

 

考慮している不確実性： 加入量 

項目 

2030 年 

の親魚量 

（千トン） 

80% 

信頼区間 

（千トン） 

2030 年に親魚量が以下の 

管理基準値案と禁漁水準案を上回

る確率（%） 

Sbtarget

案 
SBlimit 案 SBban 案 

10年後に目標管理基準値案を 50％以上の確率で上回る βの最大値に基づく方策  

β≦0.9 ≧121 ≧93-≧151 ≧68 100 100 

その他の方策（漁獲管理規則案にて異なる β を使用した場合） 

β=1.0 109 83 - 137 48 100 100 

β=0.8 134 105 - 166 86 100 100 

β=0.6 167 132 - 205 99 100 100 

β=0.4 215 173 - 260 100 100 100 

β=0.2 288 236 - 344 100 100 100 

β=0.0 411 345 - 482 100 100 100 

F2016-2018 125 100 - 159 80 100 100 

 

 

補足図 13-1. 漁獲管理規則案 

現状の漁獲圧は F の罰則項を F の二乗としたリッジ VPA により推定された

F2016-2018  



 

 

 

 

 

 

補足図 13-2. 漁獲管理規則案（補足図 13-1）に基づく中長期的な将来予測の結果 

5,000 回の平均値（太線）、5 回の試行結果（細線）および 80％信頼区間（網

掛け）を示す。資源計算の結果は F の罰則項を F の二乗としたリッジ VPA

に基づく。年は暦年であり、親魚量の図の黄破線は目標管理基準値案、赤点

線は限界管理基準値案、黒点線は禁漁水準案である。漁獲管理規則案のβは

0.8 のものを示す。 

 

  



 

 

 

 

 

補足表 13-2. F の罰則項を F の二乗としたリッジ VPA により推定された将来の親魚量が目

標管理基準値案（a）および限界管理基準値案（b）を上回る確率 

2019 年は F2016-2018 による漁獲とした 

 

(a)  親魚量が目標管理基準値案を上回る確率 

                                    （%） 

 

(b) 親魚量が限界管理基準値案を上回る確率      

 (%) 

 

  



 

 

 

 

 

補足表 13-3. F の罰則項を F の二乗としたリッジ VPA により推定された将来の親魚量

（a）および漁獲量（b）の平均値の推移 

2019 年は F2016-2018 による漁獲とした 

（a）     将来の親魚量（5,000 回の繰り返し計算の平均値）                   （千トン） 

 

 

（b）     将来の漁獲量（5,000 回の繰り返し計算の平均値）                （千トン） 

 

  



 

 

 

 

 

補足資料 14  F の罰則項を F の二乗としたリッジ VPA により推定された漁獲割合に基づ

く神戸プロット 

F の罰則項を F の二乗としたリッジ VPA により推定された親魚量とその時の漁獲割合

（U）を基準にした神戸プロットを補足図 14-1 に示した。本系群における親魚量は 1992～

2017 年において MSY を実現する水準を下回っている。漁獲割合の比（U/Umsy）は、1992

～2014 年には多くの年で MSY を実現する水準より高かったが、近年低下している。MSY

を実現する水準に対する 2018 年の漁獲割合の比（U2018/Umsy）は 1.05 であった。 

 

項目 値 備考 

SBmsy 109 千トン 最大持続生産量 MSY を実現する親魚量 

Umsy 32% 最大持続生産量 MSY を実現する漁獲割合 

U2018 33% 2018 年の漁獲割合 

U2018/ Umsy 1.05 
最大持続生産量 MSY を実現する漁獲割合に対す

る 2018 年の漁獲割合の比 

 

 

 

補足図 14-1. 最大持続生産量 MSY を実現する親魚量（SBmsy）と漁獲割合（Umsy）に対す

る、F の罰則項を F の二乗としたリッジ VPA により推定された過去の親魚量

および漁獲割合の関係（神戸プロット） 

親魚量と漁獲割合には 3 年移動平均値を用いた 

  



 

 

 

 

 

補足資料 15 ゴマサバ・マサバ漁獲比率を用いた韓国漁獲量の調整 

韓国において公表された 2018 年の本系群の漁獲量は 74 千トンであり、過去の最大値を

大幅に上回った（補足図 15-1）。一方、日本における本系群の漁獲量は前年よりやや増加し

た程度に留まった（図 3-1）。さば類漁獲量に対するゴマサバ漁獲量の比は、これまで韓国よ

り日本の方が高かったが、2018 年のみ韓国が日本を大きく上回った（補足図 15-2）。2018 年

のようなさば類の漁獲状況は過去に例がない。そこで、2018 年の韓国において、さば類漁

獲量に占めるゴマサバの漁獲量比が過去 3 年（2015～2017 年）と同程度であったと仮定し

た場合に得られる漁獲量（以後「算定値」、補足図 15-3）を用いて資源量を試算した。算定

値に基づくと、2018 年における F（F2018'）は 0.82 となり、年齢別にはそれぞれ F0,2018'＝0.

52、F1,2018'＝0.62、F2,2018'＝F3+,2018'＝1.07 と推定された。また推定された λ は 0.80 であった。

その他のパラメータは q0'=0.24、q1'=0.23、q2'=0.17、q3'=0.18、q'0-1'=0.03、q'2+'=0.32、σ0'=0.30、

σ1'=0.42、σ2'=0.42、σ3'=0.50、σ'0-1'=0.71、σ'2+'=0.33 であった。2018 年の日本と韓国を合わせ

たゴマサバ漁獲量は 63 千トンとなった（補足資料 16）。この値を用いて推定された年齢別

漁獲尾数は、0 歳魚で 1.1 億、1 歳魚で 0.5 億、2 歳魚で 0.2 億、3 歳魚以上で 0.1 億尾とな

り（補足図 15-4、補足資料 17）、過去 10 年間において比較的高い値となったものの、1992

年からの観測範囲内に収まった。 

 

（1）資源量と漁獲割合の推移 

韓国の 2018 年ゴマサバ漁獲量算定値に基づくコホート解析（算定値計算）の結果を補足

図 15-5 と補足資料 16 に示した。算定値計算によって推定された 2018 年の漁獲割合（U201

8'）は 41%であった（補足図 15-5）。 

算定値計算により推定された加入量と親魚量の推移を補足図 15-6 に示した。算定値計算

により推定された 2018 年における加入量と親魚量（SB2018'）は、それぞれ 3.1 億尾と 63 千

トンであった。 

コホート解析に用いた自然死亡係数（M）に対する感度解析として、M を仮定値（0.4）

に対して 0.3 および 0.5 とした条件のもとで算定値計算を行った。算定値計算の結果得られ

た資源量、親魚量および加入量は、M が 0.1 変化すると 10%程度変化した（補足図 15-7）。 

算定値計算により推定された 2018 年の F（F2018'）は 0.82 と解析対象期間において中程

度の値となった（補足図 15-8）。 

項目 値 備考 

SB2018' 63 千トン 算定値計算により推定された2018年の親魚量 

F2018' 
（0 歳, 1 歳, 2 歳, 3 歳以上） 

＝（0.52, 0.62, 1.07, 1.07） 

U2018' 41%  算定値計算により推定された2018年の漁獲割合 

 

  



 

 

 

 

 

（2）加入量当たり漁獲量（YPR）、加入量あたり親魚量（SPR）、現状の漁獲圧 

算定値計算の結果推定された%SPR を補足図 15-9 に示した。 

算定値計算の結果推定された、近年 5 年間（2014～2018 年）の選択率における平均漁獲

圧に対する%SPR の関係を補足図 15-10 上に示した。算定値計算の結果推定された現状の漁

獲圧（F2016-2018'）は F30%SPR よりも Fmed に近似した。算定値計算により推定された F

2018 および現状の漁獲圧（F2016-2018'）は、「管理基準値等に関する研究機関会議」と同条

件下において Fmsy より高い。 

 

項目 値 備考 

%SPR（F2018'） 17.7% 算定値計算により推定された 2018 年の%SPR 

%SPR（F2016-2018'） 20.1% 
算定値計算により推定された現状の漁獲圧（F2016-20

18）に対応する%SPR 

 

（3）再生産関係 

算定値計算により推定された再生産関係を補足図 15-11 に示した。 

 

（4）資源の水準・動向および漁獲圧の水準 

算定値計算により推定された親魚量とその時の漁獲圧を基準にした神戸プロットを補足

図 15-12 に示した。算定値計算により推定された親魚量は MSY を実現する親魚量の 0.58 倍

であるが、動向は増加傾向にあると判断された。算定値計算により推定された近年における

本系群に対する漁獲圧は、MSY を与える漁獲圧の 1.52 倍である。 

 

項目 値 備考 

SB2018'/ SBmsy 0.58 
最大持続生産量を実現する親魚量に対する算定値計算

により推定された 2018 年の親魚量の比 

F2018'/ Fmsy 1.52 
最大持続生産量を実現する漁獲圧に対する算定値計算

により推定された 2018 年の漁獲圧の比* 

*2018 年の選択率の下で Fmsy の漁獲圧を与える F を%SPR 換算して算出し求めた比率 

 

親魚量*の水準 MSY を実現する水準を下回る 

漁獲圧*の水準 MSY を実現する水準を上回る 

親魚量*の動向 増加 

*算定値計算により推定された値 

 

韓国における 2018 年のゴマサバ漁獲量急増の影響を評価する目的で算定値計算を実施し

た結果、近年の資源量、親魚量および加入量は、本年度の資源評価結果と比較して 30％程

度少なく推定され、F の罰則項を F の二乗とした場合の計算結果（補足資料 9）と比較して

も 40％程度少なく推定された。このことから、韓国における 2018 年のゴマサバ漁獲量急増

が本資源評価に与える影響は大きいと判断された。  



 

 

 

 

 

 

補足図 15-1. 韓国におけるゴマサバ（●）とマサバ（✕）の漁獲量 

 

 

補足図 15-2. 日本（▲）と韓国（○）各国のさば類漁獲量に対するゴマサバの比 

 

 

補足図 15-3. 韓国におけるゴマサバの実漁獲量（●）の推移と漁獲量比を用いて算定し

た 2018 年の漁獲量（△） 
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補足図 15-4. 韓国における 2018 年漁獲量を算定値で置き換えた場合の年齢別漁獲尾数

の推移 

 

補足図 15-5. 韓国における 2018 年漁獲量を算定値で置き換えた場合の資源量と漁獲割

合の推移 

 

 

補足図 15-6. 韓国における 2018 年漁獲量を算定値で置き換えた場合の加入量と親魚量

の推移 
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補足図 15-7. M の変化に伴う資源量・親魚量と加入量の変化 

韓国における 2018 年漁獲量を算定値で置き換えた計算に基づく結果 

 

 

補足図 15-8. 韓国における 2018 年漁獲量を算定値で置き換えた場合の F の推移 

 

 

補足図 15-9. 韓国における 2018 年漁獲量を算定値で置き換えた場合の%SPR 値の推移 
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補足図 15-10. 韓国における 2018 年漁獲量を算定値で置き換えた場合の現状の漁獲圧（F201

6-2018）に対する YPR と%SPR の関係 

下図の SPR*（破線曲線）は MSY を算出した再の条件下での平均漁獲圧に対

する%SPR の関係 

 

 

補足図15-11. 韓国における2018年漁獲量を算定値で置き換えた場合の親魚量と加入量の関

係（再生産関係） 

破線は平成31年4月に開催された「管理基準値等に関する研究機関会議」（林ほ

か2019）で適用された再生産関係式。2018年の値は●で示す 
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補足図 15-12. 韓国における 2018 年漁獲量を算定値で置き換えた場合の最大持続生産量 M

SY を実現する親魚量（SBmsy）と漁獲圧（Fmsy）に対する、過去の親魚量

および漁獲圧の関係（神戸プロット） 

親魚量と漁獲圧には 3 年移動平均値を用いた 

  



 

 

 

 

 

補足資料 16 韓国における 2018 年漁獲量を算定値で置き換えた場合のコホート解析結果

（1992～2018年） 

 

  

資源量 親魚量 加入量 漁獲割合 再生産成功率

年 日本 韓国 計 （千トン） （千トン） （100万尾） （％） （尾／kg）

1992 35 2 37 111 47 145 33 3.112

1993 50 7 57 187 43 454 30 10.687

1994 57 6 62 164 66 279 38 4.232

1995 51 8 60 150 63 321 40 5.059

1996 42 5 48 159 62 266 30 4.294

1997 63 3 66 197 70 390 33 5.531

1998 68 10 78 238 77 553 33 7.182

1999 88 21 109 226 85 419 48 4.925

2000 47 20 67 149 70 195 45 2.804

2001 63 5 68 161 48 344 42 7.169

2002 45 3 48 126 47 192 38 4.085

2003 46 3 49 117 47 195 42 4.178

2004 31 6 37 166 38 390 22 10.161

2005 76 16 91 186 71 305 49 4.320

2006 61 3 64 157 56 287 41 5.122

2007 54 1 55 119 50 191 46 3.817

2008 40 3 43 94 36 188 46 5.163

2009 36 7 44 106 33 265 41 8.083

2010 30 5 35 124 34 273 28 8.044

2011 49 12 61 145 57 263 42 4.576

2012 47 3 50 130 49 224 38 4.535

2013 38 13 51 129 47 278 39 5.941

2014 33 2 35 114 49 203 31 4.118

2015 31 9 40 133 52 260 30 5.006

2016 35 22 57 148 61 247 38 4.070

2017 33 11 44 130 56 289 34 5.138

2018 41 22 63 155 63 312 41 4.987

漁獲量（千トン）



 

 

 

 

 

補足資料 17 韓国における 2018 年漁獲量を算定値で置き換えた場合のコホート解析結果

の詳細（1992～2018年） 

 

  

0 1 2 3+ 0 1 2 3+ 0 1 2 3+

1992 27 57 12 3 8 21 6 2 0.25 0.77 0.60 0.60

1993 82 34 29 11 24 12 14 8 0.24 0.76 1.80 1.80

1994 56 112 14 4 12 41 7 2 0.28 0.81 1.17 1.17

1995 80 65 39 3 15 24 18 2 0.36 0.78 1.03 1.03

1996 48 69 13 5 13 25 6 4 0.25 0.77 0.44 0.44

1997 110 48 21 12 29 18 11 9 0.41 0.53 0.75 0.75

1998 100 98 23 10 24 36 12 7 0.25 1.09 0.70 0.70

1999 169 170 18 12 42 51 9 8 0.65 1.16 0.76 0.76

2000 48 94 30 10 13 32 14 7 0.35 1.38 0.85 0.85

2001 120 40 16 15 34 14 8 11 0.54 0.71 1.36 1.36

2002 66 55 13 4 20 20 6 3 0.53 0.66 0.75 0.75

2003 67 42 20 5 19 16 10 4 0.53 1.04 0.69 0.69

2004 77 14 7 8 23 5 4 5 0.27 0.26 0.64 0.64

2005 167 90 17 6 46 33 9 4 1.03 0.76 0.70 0.70

2006 114 32 26 7 34 12 14 5 0.64 0.72 0.69 0.69

2007 67 60 12 14 18 21 6 9 0.54 1.16 0.91 0.91

2008 93 29 10 6 23 10 6 5 0.87 0.61 0.81 0.81

2009 75 31 16 6 18 12 9 5 0.42 1.19 1.22 1.22

2010 57 42 5 3 16 14 3 3 0.29 0.56 0.77 0.77

2011 93 58 25 3 22 24 13 2 0.55 0.71 1.04 1.04

2012 71 42 22 6 20 15 11 4 0.47 0.68 0.86 0.86

2013 105 43 12 6 25 15 7 4 0.60 0.79 0.55 0.55

2014 50 30 12 8 12 11 7 6 0.35 0.43 0.70 0.70

2015 61 25 20 7 15 9 11 5 0.33 0.37 0.74 0.74

2016 88 53 17 8 24 19 9 5 0.55 0.70 0.62 0.62

2017 68 38 18 10 13 13 10 7 0.33 0.64 0.74 0.74

2018 106 54 19 12 24 20 11 9 0.52 0.62 1.07 1.07

年＼年齢
漁獲尾数（百万尾） 漁獲重量（千トン） 漁獲係数F



 

 

 

 

 

補足資料 17（続き）韓国における 2018年漁獲量を算定値で置き換えた場合のコホート解析

結果の詳細（1992～2018年） 

 

  

0 1 2 3+ 0 1 2 3+ 0 1 2 3+

1992 296 373 462 692 145 126 32 8 43 47 15 6

1993 287 357 474 703 454 76 39 15 130 27 19 10

1994 219 365 487 659 279 238 24 6 61 87 12 4

1995 188 374 454 687 321 142 71 6 61 53 32 4

1996 270 361 474 641 266 151 43 18 72 54 21 12

1997 262 370 505 731 390 139 47 27 102 52 24 20

1998 238 365 508 667 553 173 55 23 132 63 28 15

1999 247 298 489 655 419 290 39 26 103 86 19 17

2000 280 343 487 700 195 146 61 20 55 50 30 14

2001 285 362 519 729 344 92 25 23 98 33 13 17

2002 299 360 475 690 192 135 30 8 57 49 14 6

2003 284 388 508 721 195 76 47 12 55 29 24 9

2004 295 362 520 693 390 77 18 20 115 28 9 14

2005 274 366 505 710 305 200 40 13 84 73 20 10

2006 296 367 524 685 287 73 62 18 85 27 33 12

2007 276 345 534 672 191 102 24 27 53 35 13 18

2008 243 342 597 754 188 74 21 14 46 25 13 10

2009 240 376 567 749 265 53 27 10 63 20 15 8

2010 272 327 581 755 273 117 11 7 74 38 6 6

2011 237 404 533 712 263 137 45 6 62 55 24 4

2012 280 347 519 688 224 102 45 12 63 35 23 8

2013 239 345 557 668 278 93 35 16 66 32 19 11

2014 233 359 560 701 203 102 28 20 47 37 16 14

2015 247 352 546 680 260 96 45 16 64 34 24 11

2016 270 356 539 709 247 125 44 19 67 44 24 14

2017 198 354 540 738 289 95 42 23 57 34 22 17

2018 222 363 571 772 312 139 34 21 69 51 19 16

平均体重(g) 資源尾数（百万尾） 資源量（千トン）
年＼年齢



 

 

 

 

 

補足資料 18 韓国における 2018 年漁獲量を算定値で置き換えた場合の資源および漁獲圧

の水準 

平成 31 年 4 月に開催された研究機関会議により提案された管理基準値案を再掲し、算定

値計算により推定された資源の現状について以下に示す。 

項目 値 備考 

SBtarget 案 109 千トン 最大持続生産量 MSY を実現する親魚量（SBmsy） 

SBlimit 案 51 千トン MSY の 60%の漁獲量が得られる親魚量（SB0.6msy） 

SBban 案 8 千トン MSY の 10%の漁獲量が得られる親魚量（SB0.1msy） 

Umsy 31% 最大持続生産量 MSY を実現する漁獲割合 

MSY 76 千トン 最大持続生産量 MSY 

β ― 
漁獲管理規則の漁獲圧の上限の設定のため、Fmsy に掛

ける安全係数。 

SB2018' 63 千トン 算定値計算により推定された 2018 年の親魚量 

U2018' 41% 算定値計算により推定された 2018 年の漁獲割合 

F2018'/ Fmsy 1.52 
算定値計算により推定された 2018 年の漁獲圧の、最

大持続生産量 MSY を実現する漁獲圧に対する比 

算定値計算の結果得られたコホート解析により得られた 2018 年の親魚量（SB2018'：63 千

トン）は、限界管理基準値案と禁漁水準案を上回っているが、目標管理基準値案よりも低い。

また、算定値計算の結果推定された 2018 年の漁獲圧（F2018'）は、MSY を実現する漁獲圧

を上回り（F2018'/Fmsy は 1.52）、2018 年の漁獲割合（U2018'）も MSY を実現する漁獲割合

（Umsy）を上回っている。 

目標管理基準値案と、MSY を実現する漁獲圧（F）を基準にした神戸プロットを補足図 1

8-1 に示す 

 



 

 

 

 

 

 

補足図 18-1. 最大持続生産量 MSY を実現する親魚量（SBmsy）と漁獲圧（Fmsy）に対する、

韓国における 2018 年漁獲量を算定値で置き換えた場合の過去の親魚量および

漁獲圧の関係（神戸プロット） 

親魚量と漁獲圧には単年の値を用いた 

  



 

 

 

 

 

補足資料 19 韓国における 2018年漁獲量を算定値で置き換えた場合の漁獲管理規則案に

対応した漁獲量の算定 

2020 年漁獲量を、補足資料 15 に示した算定値計算の結果と補足表 19-1 に示したパラメ

ータに基づき、補足資料 7 と同様の手順で試算した。 

 

補足表 19-1. 将来予測計算に用いたパラメータ 

 選択率 Fmsy F2016-2018' 平均体重（g） 自然死亡係数 成熟率 

0 歳 0.54 0.36 0.46 238 0.4 0.00 

1 歳 0.71 0.47 0.60 354 0.4 0.60 

2 歳 1.00 0.66 0.84 542 0.4 0.85 

3 歳以上 1.00 0.66 0.84 709 0.4 1.00 

 

算定値計算および漁獲管理規則案に従い試算された 2020 年の平均漁獲量は、β を 0.8 と

した場合には 39 千トン、β を 1.0 とした場合には 46 千トンであった。算定値計算に基づい

た場合に 2020 年に予測される親魚量は、いずれの繰り返し計算でも限界管理基準値案を上

回り、平均 60 千トンと見込まれた。 

 

2020 年の親魚量（予測平均値）：60 千トン  

項目 

2020 年の 

漁獲量 

（千トン） 

現状の漁獲圧に 

対する比 

（F/F2016-2018'） 

2020 年の 

漁獲割合（%） 

10 年後に目標管理基準値案を 50％以上の確率で上回るβの最大値に基づく方策 

β≦0.9 ≦43 ≦0.70 ≦28 

その他の方策（漁獲管理規則案にて異なる β を使用した場合）  

β=1.0 46  0.79  31  

β=0.8 38  0.63  26  

β=0.6 30  0.47  20  

β=0.4 21  0.31  14  

β=0.2 11  0.16  7  

β=0.0 0  0.00  0  

F2016-2018' 55  1  38  

 

算定値計算の結果を用いた資源計算について、漁獲管理規則案（補足図 19-1）に基づく中

長期的な将来予測の結果を補足図 19-2 および補足表 19-2、補足表 19-3 に示した。漁獲管理

規則案に基づく管理を 10 年間継続した場合、2030 年の親魚量の予測値は β を 1.0 とした場

合には平均 107 千トン（80%信頼区間は 80 千～136 千トン）、β を 0.8 とした場合には平均



 

 

 

 

 

134 千トン（80%信頼区間は 104 千～166 千トン）である。予測値が目標管理基準値案を上

回る確率は β が 0.9 以下で 50%を上回る。限界管理基準値案を上回る確率および禁漁水準案

を上回る確率は全ての方策において 100%となった。 

考慮している不確実性： 加入量 

項目 

2030 年 

の親魚量 

（千トン） 

80% 

信頼区間 

（千トン） 

2030 年に親魚量が以下の 

管理基準値案と禁漁水準案を上回

る確率（%） 

SBtarget

案 
SBlimit 案 SBban 案 

10年後に目標管理基準値案を 50％以上の確率で上回るβの最大値に基づく方策  

β≦0.9 ≧120 ≧93-≧151 ≧67 100 100 

その他の方策（漁獲管理規則案にて異なる β を使用した場合） 

β=1.0 107  80 - 136 45  100  100  

β=0.8 134  104 - 166 86  100  100  

β=0.6 167  132 - 205 99  100  100  

β=0.4 214  173 - 259 100  100  100  

β=0.2 287  235 - 343 100  100  100  

β=0.0 407  340 - 478 100  100  100  

F2016-2018' 58  27 -  92 3  56  100  

 

 

補足図 19-1. 漁獲管理規則案 

現状の漁獲圧は韓国における 2018 年漁獲量を算定値で置き換えた資源計

算から推定された F2016-2018' 

  



 

 

 

 

 

 

 

補足図 19-2. 漁獲管理規則案（補足図 19-1）に基づく中長期的な将来予測の結果 

5000 回の平均値（太線）、5 回の試行結果（細線）および 80％信頼区間（網掛

け）を示す。資源計算は韓国における 2018 年漁獲量を算定値で置き換えた値

に基づく。年は暦年であり、親魚量の図の黄破線は目標管理基準値案、赤点線

は限界管理基準値案、黒点線は禁漁水準案である。漁獲管理規則案のβは 0.8

のものを示す。 



 

 

 

 

 

補足表 19-2. 韓国における 2018 年漁獲量を算定値で置き換えた場合に将来の親魚量が目標

管理基準値案（a）および限界管理基準値案（b）を上回る確率 

2019 年は F2016-2018'による漁獲とした 

 (a)  親魚量が目標管理基準値案を上回る確率           (%) 

 

 

(b)  親魚量が限界管理基準値案を上回る確率    (%) 

 

  



 

 

 

 

 

補足表 19-3. 韓国における 2018年漁獲量を算定値で置き換えた場合における将来の親魚量

（a）および漁獲量（b）の平均値の推移 

2019 年は F2016-2018'による漁獲とした 

（a）        将来の親魚量（5,000 回の繰り返し計算の平均値）                （千トン） 

 

 

（b）           将来の漁獲量（5,000 回の繰り返し計算の平均値）            （千トン） 

 

  



 

 

 

 

 

補足資料 20 韓国における 2018 年漁獲量を算定値で置き換えた場合の漁獲割合に基づく

神戸プロット 

補足資料 15 に示した算定値計算により推定された親魚量と、その時の漁獲割合（U'）を

基準にした神戸プロットを補足図 20-1 に示す。解析対象である 1992～2018 年の全期間にお

いて、算定値計算により推定された親魚量は MSY を実現する水準を下回っている。算定値

計算により推定された漁獲割合の比（U'/Umsy）は、多くの年で MSY を実現する水準より

高くなっている。 

項目 値 備考 

SBmsy 109 千トン 最大持続生産量 MSY を実現する親魚量 

Umsy 32% 最大持続生産量 MSY を実現する漁獲割合 

U2018' 41% 2018 年の漁獲割合 

U2018'/ Umsy 1.28 
最大持続生産量 MSY を実現する漁獲割合に対す

る 2018 年の漁獲割合の比 

 

 

 

補足図 20-1. 最大持続生産量 MSY を実現する親魚量（SBmsy）と漁獲割合（Umsy）に対

する、韓国における 2018 年漁獲量を算定値で置き換えた場合の過去の親魚

量および漁獲割合の関係（神戸プロット） 

親魚量と漁獲割合には 3 年移動平均値を用いた 

 


